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序序序序                    文文文文 

 

独立行政法人国際協力機構は、2010 年 12 月に南スーダン国と締結した討議議事録（R/D）に

基づき、運輸・道路・橋梁省を対象として、2011 年 3 月から技術協力プロジェクト「内水輸送運

営管理能力強化プロジェクト」を実施しています。 

このたび、本プロジェクトの協力終了前になったところ、プロジェクトの活動の実績、成果を

相手国側関係機関と合同で評価・確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び

今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導き出すことを目的として、終了時評価調査団を派遣

しました。 

調査団は、南スーダン国の終了時評価メンバーと合同評価調査団を構成して現地調査を行い、

その結果を合同終了時評価報告書として取りまとめました。報告書の内容は、プロジェクト関係

者に報告され、目標達成度、成果及び 5 項目評価の内容が確認されるとともに、提言内容は今後

取り組む事項として確認されました。 

本報告書は、同調査団による終了時評価結果及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の

協力事業の実施にあたり、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成 27 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部長 中村中村中村中村    明明明明 
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緊急開発調査のフォローアップ協力により 

ジュバ港に設置されたクレーン 

人力によるスモールボートへの荷役作業 

 
 

セキュリティフェンス設置予定場所 ジュバ港桟橋視察状況 
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終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：南スーダン共和国 案件名：内水輸送運営管理能力強化プロジェクト 

分野：運輸交通行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会基盤・平和構築部、運輸交

通・情報通信グループ 

協力金額（評価時点）：5.38 億円 

 

協力期間 

2011 年 03 月 01 日～ 

2015 年 08 月 31 日 

（R/D 署名日） 

2010 年 12 月 22 日 

（変更 R/D 署名日） 

2015 年 2 月 3 日 

先方関係機関：運輸・道路・橋梁省、中央エクアト

リア州インフラ省、ジュバ港管理組合 

日本側協力機関： 

一般財団法人 国際臨海開発研究センター 

株式会社片平エンジニアリングインターナショナ

ル 

他の関連協力： 

緊急開発調査及びフォローアップ協力：「ジュバ市

内・近郊地域緊急生活基盤整備計画」（2006～2010

年） 

無償資金協力「ジュバ河川港拡充計画」（E/N 署名：

2013 年 1 月） 

１－１ 協力の背景と概要 

2005 年 1 月の南北包括和平合意（Comprehensive Peace Agreement：CPA）を経て、スーダン国

政府とスーダン人民解放軍との 50 年にわたる内戦が終結した。2011 年 1 月 9 日、CPA に基づい

て南スーダンの独立を問う住民投票が行われた結果、同年 7 月 9 日に南スーダン共和国（以下、

「南スーダン」と記す）が誕生した。 

南スーダンでは、日常生活に必要な物資の需要が急増し、インフラの開発が急務となり、内

陸国である南スーダンにとって、安定的かつ効果的な周辺国とを結ぶ物流システムの確保が求

められている。紅海沿岸に位置するスーダン国ポートスーダンとジュバを結ぶルートは復興を

支える生命線であるが、スーダン国の首都ハルツームと南スーダンのジュバを結ぶ幹線道路は

一部区間を除いて未舗装のままであり、また白ナイル川西側に大きく迂回する経路をたどるた

め、道路輸送能力は限定的である。そのため、白ナイル川で結ばれているスーダン国のコステ

ィ港と南スーダンのジュバ港間における内水輸送が南スーダンへの物流において非常に大きな

役割を担っている。しかしながらジュバ港は、内戦中に破壊されたために係留施設がなく、土

手にバージを乗り上げる形でしか接岸できず、内水輸送能力もまた限定的であり、北部からの

物流は輸送コストの高い空輸に依存する状況にあった。 

JICA はこれまで緊急開発調査やフォローアップ協力を通じ、ジュバ港における桟橋整備や資

機材供与を実施してきた。さらに、無償資金協力事業｢ジュバ河川港拡充計画｣（以下、無償資

金協力事業）では、桟橋（200m）、大型クレーン、上屋等の整備が計画されており、機械化荷役

の本格導入による貨物取扱能力の増強が期待されている。また、南スーダン運輸省

※

（Ministry of 

Transport/Republic of South Sudan：MOT/RSS）、中央エクアトリア州政府インフラ省（Ministry of 

Physical Infrastructure/Central Equatoria State：MOPI/CES）は、ジュバ港の維持管理を目的として 
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ジュバ港管理組織（Juba River Port Administration：JRPA）を共同で設立し、その職員に対し、JICA

は港湾の維持管理に必要な初歩的な技術移転を緊急開発調査･フォローアップ協力において行

った。 

※運輸省（MOT）は 2011 年 8 月に運輸・道路・橋梁省（MTRB）に改編された。 

このような背景の下、南スーダンはジュバ港の拡張プロジェクトにより供与される施設や機

材を適切に維持管理していくために JRPA や関連機関の運営・維持管理能力を強化すること、ま

た、ジュバ港で得られた知見を他の南スーダンの主要港と共有することを目的とし、日本政府

に対して技術協力の要請を行った。この要請を受け、国際協力機構（JICA）は、2011 年 3 月か

ら 4 年間にわたり、技術協力プロジェクト｢南部スーダン内水輸送運営管理能力強化プロジェク

ト（現：南スーダン国内水輸送運営管理能力強化プロジェクト）｣（以下、「本プロジェクト」

と記す）を実施することに合意した。 

本プロジェクトは JRPA を主たるカウンターパート（Counterpart：C/P）として実施した。プ

ロジェクト期間は当初は 2011 年 3 月から 2015 年 2 月までの予定であったが、南スーダンの情

勢悪化により 2013 年 12 月から 2014 年 12 月まで現地渡航が禁止となった。渡航禁止中の現地

での活動を補うため、約 4 年間としていた協力期間を 2015 年 8 月まで延長して日本国内で関連

マニュアルの作成作業を行うとともに、渡航禁止措置が解除された 2015 年 4 月に最終の現地派

遣を行い、技術指導を実施した。 

なお、情勢悪化により無償資金協力事業も本プロジェクト実施中に工事が開始されなかった。

そのため、無償資金協力事業により施設が整備されることを前提として計画していた活動が大

きく制限されることとなった。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標：南部スーダンにおいて内水輸送が円滑化され、輸送能力が拡大する。 

 

（2）プロジェクト目標： 

ジュバ港の港湾管理能力が強化される。 

ジュバ港で構築された港湾管理手順が南スーダン各港間で共有される。 

 

（3）成果： 

1）ジュバ港管理組織（JRPA）の役割と責務が確立され、適切に機能する。 

2）JRPA の予算・決算制度が確立される。 

3）ジュバ港の施設が適切に維持管理される。 

4）ジュバ港において安全で効率的な荷役が行われる。 

5）ジュバ港が安全、安心かつ、環境にやさしく管理される。 

6）ジュバ港の港湾統計データが収集され、更新及び港湾管理に活用される。 

7）ジュバ港で蓄積された知識及び経験が南スーダン主要港職員間で共有される。 

 

（4）投入（2015 年 3 月末時点） 

1）日本側 

長期専門家派遣人数：12 名 在外事業強化費：21,836,861 円 
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本邦/第三国研修受入人数：42 名 機材供与：1,107,360 円＋US$4,120 

 + US$50,950（フェンス資材） 

 

2）南スーダン側 

カウンターパート配置人数：31 名 

 

２．評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

日本側 総括 小柳 桂泉 JICA 社会基盤・平和構築部運輸交通・情報通信グループ 

第二チーム 主任調査役 

 評価分析 大前 正也 株式会社サクセス・プロジェクト・マネジメント・オフィス 

代表取締役 

南スーダン側 Mr. Manyok Simon Chol 運輸・道路・橋梁省 内陸水運総局 政策調査

オフィサー 

調査期間 2015 年 4 月 5 日～2015 年 4 月 17 日 評価種類 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果、プロジェクト目標などの達成度について以下に記す。無償資金協力事業の遅れ及び南

北スーダンの情勢悪化により、一部の活動には大きく影響が出た。 

（1）成果の達成度 

成果 1：ジュバ港管理組織（JRPA）の役割と責務が確立され、適切に機能する。 

おおむね達成されたと判断される。指標 1-1「南部スーダンにおける港湾管理法体系案の

起草作業の進捗状況」に関しては、港湾運営方針（案）、法令の骨子（案）、港湾に係る基

本的な法体系（案）などの作成が法律専門家の協力も仰ぎながら進められている。指標 1-2

「ジュバ港の管理運営業務に係るマニュアルが作成される」に関しては、JRPA の役割と責

務に関し、議論、セミナー、訓練を通じて確認され、関係者間で役割と責務を定義する文

書が作成された。これら役割分担と責務の運用と定着については、今後、無償資金協力事

業の完工及び河川物流の回復を待つことなく、業務を進めていく。以上のことから、成果 1

はおおむね達成されたと判断する。 

成果 2：JRPA の予算・決算制度が確立される。 

おおむね達成されたと判断される。指標 2-1「予算要求資料を作成し、予算が要求される」

に関しては、JRPA の港湾管理者としての予算・決算制度については関係機関に説明して理

解を得て、実際に財務省に予算要求をした。しかし情勢悪化のため、この予算執行には至

らなかった。指標 2-2「港湾タリフ（利用料金表）案が起草される」、指標 2-3「施設等の貸

付に関する規則案（約款等）が起草される」に関しては、既存港湾施設を前提としたタリ

フ（案）、貸付規則（案）が検討されて取りまとめられた。以上のことから、成果 2 はおお

むね達成されたと判断する。 

成果 3：ジュバ港の施設が適切に維持管理される。 

おおむね達成されたと判断される。指標 3-1「施設点検マニュアルが作成される」に関し
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ては、既存施設及び無償事業完了後の新規施設の点検マニュアルを作成済みである。指標

3-2「作成されたマニュアルに基づき施設の点検・補修が実施される」に関しては、既存桟

橋の維持管理点検についてはマニュアルに基づいて実施されているが、無償事業が完了し

ていないため新規施設の維持管理点検は実施に至っていない。指標 3-3「施設台帳が整備、

管理される」に関しては、管理台帳を作成済みである。指標 3-4「ジュバ港のバース水深が

測定・記録される」に関しては、JRPA 職員が測量機器を用いて測定をできるようになった。

以上のことから、成果 3 はおおむね達成されたと判断する。 

成果 4：ジュバ港において安全で効率的な荷役が行われる。 

おおむね達成されたと判断される。指標 4-1「新施設対応マニュアルが整備される」及び

指標 4-3「荷役サービス規則案が作成される」に関しては、既存及び無償事業で整備される

新規施設・機材に係る荷役作業マニュアル及び荷役サービス規則（案）を作成済みである。

指標 4-2「バース調整システムが準備・導入される」に関しては、無償工事中や新規施設の

バース調整について指導を行った。また、現行の港湾活動に対する入出港手続き、バース

調整計画を導入し、港湾関係者間で試行した。指標 4-4「コンテナ荷役効率の改善方法が示

される」に関しては、モバイルクレーンを活用した実際のコンテナ荷役作業の状況をビデ

オ撮影して安全な荷役作業の教材として取りまとめた。以上のことから、成果 4 はおおむ

ね達成されたと判断する。 

成果 5：ジュバ港が安全、安心かつ、環境にやさしく管理される。 

おおむね達成されたと判断される。指標 5-1「港湾関連サービスの供給者に関する規則が

起草される」に関しては、規則（案）は完成しており、今後、現地の状況（法制度整備及

び施設整備等）に合わせて導入が検討される。指標 5-2「港湾内の保安計画案が作成され、

研修及び訓練が実施される」、指標 5-3「消火・消防計画書が作成され、訓練が実施される」、

指標 5-4「油流出等災害に対する危機管理計画書が作成される」に関しては、新規施設用の

計画書をそれぞれ作成し、ジュバ港管理運営業務マニュアルにも加えた。消火・消防計画

に関しては訓練も実施した。指標 5-5「油流出災害等を想定した訓練が実施される」に関し

ては、油流出災害を想定した机上訓練及びオイル吸着マットやオイルフェンスを用いた現

場訓練を実施した。以上のことから、成果 5 はおおむね達成されたと判断する。 

成果 6：ジュバ港の港湾統計データが収集され、更新及び港湾管理に活用される。 

おおむね達成されたと判断される。指標 6-1「港湾統計データ収集マニュアルが作成され

る」、指標 6-2「統計データベースが整備、利用される」、指標 6-3「簡易な港湾統計書が取

りまとめられる」に関しては、港湾統計データ収集マニュアルを作成し、手書きで記録し

ていたデータの電子化、データ取得方法、簡易な港湾統計書の作成方法などについて技術

指導し、港湾統計の目的についても理解が得られた。一方で、スーダン国との外交関係悪

化により南北スーダン間の物流が途絶えており、限られたデータしか得られないのが現状

である。貨物量が少ないため活動は限定的であるものの、マニュアルが整備され、現状の

貨物量のもとで可能な活動は継続していることから、成果 6 はおおむね達成されたと判断

する。 

成果 7：ジュバ港で蓄積された知識及び経験が南部スーダン主要港職員間で共有される。 

おおむね達成されたと判断される。指標 7-1「ジュバ港以外の港湾の管理組織に対する研

修・セミナーの実施回数」に関しては、マラカル港で計 3 回の現地調査、ワークショップ
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を開催したが、その後は情勢悪化により地方への渡航ができなくなったため、活動は限定

的となった。指標 7-2「ジュバ港以外の港湾管理組織からの研修・セミナーの参加者」に関

しては、地方の河川港の港長や職員をジュバ港に集めた港湾管理手法に係る集中講義、第

三国研修などを実施した。情勢悪化により成果 7 に係る活動は限定的になったものの、ジ

ュバ港や第三国における技術指導により、成果 7 はおおむね達成されたと判断する。 

 

（2）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標 1：ジュバ港の港湾管理能力が強化される。 

2：ジュバ港で構築された港湾管理手順が南スーダン各港間で共有され

る。 

プロジェクト目標の達成度は中程度と判断される。指標 1「ジュバ港の新ターミナルが円

滑に運営される」に関しては、無償事業が開始されておらず、新ターミナルが完成しなか

ったため、新ターミナルの実際の運用は達成されなかったが、ジュバ港管理運営業務マニ

ュアルを整備したことにより、既存施設の港湾管理能力は向上し、これは新ターミナルの

円滑な運営につながるものと思われる。指標 2「ジュバ港で構築された港湾管理手順が南ス

ーダン各港間で共有される」に関しては、プロジェクトチームの地方港への渡航が制限さ

れたことと、情勢悪化の影響で職員が配置されない地方港もあったため、当初予定よりも

共有が限定的となったものの、ジュバ港や第三国での技術支援により一定程度の共有が行

われた。以上のことから、プロジェクト目標はおおむね達成されたと判断する。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：比較的高い 

南スーダンの 2013～2017 年の「運輸分野方針」（MOT/RSS, April 2013）は、効率的な物

流網の確立、安全な運輸サービスの提供、運輸・道路・橋梁省（Ministry of Transport, Roads 

and Bridges：MTRB）の運営能力強化の重要性などを基本政策として掲げている。CPA によ

って定められた暫定期間 6 年（2005～2011 年）の南北スーダン開発の枠組み「スーダン合

同評価ミッション報告書」においても、運輸・交通開発、インフラの整備は優先課題とし

て位置づけられている。さらに河川輸送については、「南スーダン開発イニシアティブ

2013-2020」（2013 年 1 月）において、河川輸送に係るインフラ整備、航行援助施設整備、

河川輸送サービスに係る法整備に高い優先順位を設定しており、河川輸送に従事する職員

の訓練プログラム開発を重要視しており、その開発と実施に技術支援が必要である旨、示

されている。 

わが国の対南スーダン援助方針との整合性に関しては、2012 年 6 月、日本政府は対南ス

ーダンの事業展開計画で 2 つの重点開発課題（1.インフラ整備、2.ガバナンス能力強化）を

掲げている。上記に基づいて策定された協力プログラム「インフラ整備プログラム」を通

じて、首都ジュバを中心とした持続的な経済成長を下支えするインフラ整備を支援し、地

域格差是正による平和定着に向け地方での取り組みを強化していくこととしている。本プ

ロジェクトは、内水輸送の運営管理能力向上を通じて安定した物流サービスを確保して南

スーダン内の地域格差是正につながるものであり、これらの観点からわが国の南スーダン

援助方針と合致する。 
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「緊急開発調査及びフォローアップ協力」「無償資金協力」「課題別研修」のすべてが各々

インフラ整備、機材許与、人材育成を有機的に組み合わせて実施されており整合性は確保

されている。そのなかで「無償資金協力」による施設・機材整備の遅延は本プロジェクト

の大きな阻害要因となっている。 

南スーダンでは、独立後の急速な開発に伴い、ジュバ港をはじめとする各港において取

扱貨物量の増加が見込まれている。しかしながら、南スーダンとスーダン国間の物流が減

少・停滞していることから、貨物量は減少している現状である。その原因となっている両

国の関係が改善されれば、貨物量の増加は見込まれると考えられる。よって、港湾管理運

営能力を向上させることは必要不可欠であり、貨物量増加に備えて、対象港においてプロ

ジェクトを実施するニーズは高い。 

国内産業の発展以前に、国連の支援物資の輸送、帰還難民の移送に河川輸送は重要であ

り、スーダン国との物流の停滞によりバージ船での貨物輸送は減少しているが、小型ボー

トによる物流は食料、生活物資などの輸送に寄与している。スーダン国との関係が改善さ

れれば、河川輸送貨物量は増加が見込まれるため、現状のベーシック・ヒューマン・ニー

ズ（Basic Human Needs：BHN）対応に加えて産業振興に貢献することが期待される。 

他輸送モードとの比較データはないが、劣悪な道路整備には相応の期間を要することが

考えられるため、本プロジェクトで支援した南北河川輸送の重要性は高い。 

 

（2）有効性：やや低い 

現状で確保できていない外部条件がプロジェクト終了時まで続いた場合、プロジェクト

目標の達成度は低い。プロジェクト目標 1 に関して、オンザジョブ・トレーニング（On-the-Job 

Training：OJT）及び他の活動に参加した JRPA 職員の能力は強化され、港湾維持管理、運用

に係るインセンティブは強化された。この活動が継続される場合には、JRPA の管理能力は

向上するであろう。他方、プロジェクト目標 2 に関しては、対象とする港に十分に職員が

配属されなかった。実質的に機能していないジュバ港以外の各港へ配属される予定の職員

に対しては、ジュバ港での指導により対応したが、実際の運用には至っていない。 

JRPA の管理能力が強化されたことに関する成果 1～6 により、プロジェクト目標は達成

されることが想定される。さらに、成果 7 による活動を通じて OJT その他の活動により蓄

積された知識と経験により、プロジェクト目標 2 は達成されるであろう。したがって成果

からプロジェクト目標への論理性は確保されているということができる。プロジェクト開

始当初からの C/P の退職、辞任はみられないため、外部条件 1 は確保されているといえる。

外部条件 2 に関しては、無償資金協力事業により整備される荷役のための新しい施設を効

果的かつ適切に活用し、JRPA の管理能力を強化することが目的の 1 つである。本プロジェ

クトでは、既存の施設のみならず、新規施設に対応できる技術移転を行ったものの、1 年半

以上にわたって、当該無償資金協力事業は遅延したため、十分な技術移転を行うに至らな

かった。 

年間 7 カ月に及ぶ雨期によって広大な地域が水面下となる地理的要因により、内戦前に

記録されたように国内貨物量の 60％が河川交通に依存しており、道路による物流は困難で

ある。これは河川交通が年間 7 カ月の生命線といえる。さらに、安価かつ大量な輸送は河

川交通の利点である。 



 

vii 

（3）効率性：中程度 

専門家の質については C/P からの聞き取りでは高く評価されており、実績については、

大規模港湾から河川港までの多様性に対応している専門家集団であるため、客観的にも高

く評価される。しかし量・タイミングについては、南スーダン側の事情である治安悪化に

よる 2013 年 12 月～2015 年 3 月までの専門家派遣延期は、プロジェクトの進捗に大きく影

響した。専門家による現地活動ができない期間を利用して各専門家によりマニュアルが整

備され、このマニュアルによる技術指導により、当該延期期間中の遅れを少しでも取り戻

すべく 2015 年 3 月～4 月にかけて最後の現地活動が実施された。無償資金協力事業との遅

れにより連携ができなかったことは、結果として専門家の投入のタイミングという観点か

ら効率性に欠けたといわざるを得ない。 

光波距離計、オートレベル、測深用レッドロープ、パソコン等の機材を調達し、プロジ

ェクト活動に活用しており、最低限の投入により機材面に係る技術指導は完了した。しか

し無償資金協力事業による施設・機材に係る技術指導は実施できなかった。また当初は計

画されていなかったが、港内の治安維持のためのセキュリティフェンス用の資材を調達し、

現在設置工事中であり、完工すれば、港内の治安維持に資する。 

プロジェクトサイトには十分な施設・機材が整備されていないため、本邦及び第三国（ケ

ニア、カンボジア）での研修は、各課題（管理レベルの法整備から実務レベルの機材運用

習熟まで）に対応しており、現地では経験のできないレベルであるとともに、無償資金協

力事業による施設・機材が整備された状況を想定した研修であった。 

各港への人員配置については、ジュバ以外の港の安全性及び物流の停滞を考慮してプロ

ジェクトのスケジュールに合わせた配置はできなかったが、ジュバでの技術指導の成果は、

今後、他の港が稼働し始めた際に各港で活用されることを想定している。 

 

（4）インパクト：中程度 

南北スーダンの関係悪化により国際河川物流は停滞しており、内航の国連の支援物資や

帰還難民の移動、及び小型のボートによる物流に限られ、至近に輸送能力が大きく拡大す

る可能性は低いため、上位目標の達成には時間を要する。上位目標達成には、まず無償資

金協力によるジュバ港の施設・機材の拡充、本プロジェクト協力対象港の整備及び更なる

制度整備、人材育成が必要である。 

河川物流の停滞については、南北スーダン情勢が課題となるが、そのめどはたっていな

い（阻害要因）。ジュバ港をはじめとする南スーダンの主要港の整備のみでは上位目標を達

成することはできず、前提条件の「南スーダンにおいて治安状況が大幅に悪化しないこと」

が確保されなければならない。 

予期しなかった正の影響は以下の 3 点が挙げられる。 

1）最も顕著な影響は、南スーダン側が法律よりも政策が重要であることに気づいたこと

である。政策の整備は PDM に記載されていなかったが、南スーダン側の意向を汲んでプ

ロジェクト実施中に新たに活動に取り入れた。現在、南スーダン政府の MTRB が、優先

課題として運輸政策、河川港政策を策定中である。 

2）次に、統計処理、会計等、港湾管理に必要なパーソナルコンピュータ能力の向上であ

る。プロジェクトチームは関連活動実施に必要な活動として追加し、専門家の指導によ
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り、他の C/P に指導できるレベルまで達した。 

3）プロジェクト活動を通じて、問題・課題を自ら解決しようという JRPA 職員の意識が高

まっており、主体的に活動を行うようになってきた。また、OJT により JRPA 職員の港湾

の運営管理能力も徐々に強化されつつある。今後は、高まった JRPA 職員の意識を持続さ

せていくことが期待される。 

 

（5）持続性：中程度 

1）政策、組織、制度面 

南スーダンの「運輸分野方針」（GOSS/MTR, 2007）は、効率的な物流網の確立、安全

な運輸サービスの提供、MTRB の運営能力強化の重要性などを基本政策として掲げてい

る。また、MOT/RSS は国内の内水輸送を円滑に行うために、港湾能力を向上させること

が非常に重要であると感じており、また、南スーダン政府は今後も運輸・交通システム

の整備による南スーダンの人々の生活向上に寄与する政策を実施していくとしている。

方向性については持続性が確保されているといえるが、各論での政策立案、組織改編、

制度改革などの方法論については、自己完結できるレベルとはいい難く、ドナーによる

支援等が必要であると考えられる。 

2）技術面 

PDM で指定されているすべての成果に係るマニュアル（Juba River Port Administration 

Operation-Manual）が現地での活動の不足を充足する目的で専門家チームにより作成され

た。今後は、南スーダン側がこのマニュアルを活用して適切な港湾運営管理業務を行う

ことにより、プロジェクト終了後の成果の継続的な維持が期待される。 

【参考：当該マニュアル“Juba River Port Administration Operation-Manual”目次】 

1. General Affairs and Administration Department 

2. Budget and Accounting Department 

3. Operation and Statistics Department 

4. Risk Management and Environment Department 

5. Mechanical Cargo Handling Department 

6. Maintenance Department 

上述のマニュアル“Juba River Port Administration Operation-Manual”が C/P に十分に理

解され、更に新たに配属される職員や人事異動の際の後任職員と共有されることにより、

このマニュアルが実施機関内で定着することが期待される。しかし現状では新規施設・

機材については、それらが整備されることを想定しているにすぎず、実際に新規施設・

機材整備が完了した時点で、マニュアルの定着度を確認する必要があると考える。 

3）人的資源面 

2011 年に独立したばかりであり、プロジェクト実施期間中に内戦状態に陥り、河川物

流の停滞、無償資金協力事業の遅延など、不安定要素が多いなか、オーナーシップは必

ずしも高いとはいいきれないが、そのような過酷かつ不確定要素の多い環境下において、

ワーキンググループ、ワークショップ等により構成されるタスクフォース活動やプロジ

ェクト実施途中から導入された OJT 活動に C/P は積極的に参加し、技術習熟に努めたこ

となど、プロジェクトに対する姿勢は評価できると思われる。職員配置の継続性につい
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ては、中央政府では人事異動があるものの、実務レベルの TF3（港湾荷役及び運営関係）

においては顕著な異動はみられない。 

このように JRPA 及びジュバ港においては、人員数と質については持続性が確保されて

いるといえる。課題は河川物流が活性化し、各港湾機能が復活した際に、移転された技

術を新しい港湾機能に効率的に導入する技能の確保である。 

4）財政面 

南スーダンはスーダン国への石油輸出を停止しており、石油収入が激減している。さ

らに、高額の支出が必要な港湾施設、浚渫などへの予算措置は困難である。 

持続性確保のための現状モニタリング手法 

持続性確保のために、以下の項目についてのモニタリングと日本・南スーダン国側双

方で状況の共有が必要であることを確認した。南スーダン側が四半期に 1 度、JICA 南ス

ーダン事務所に報告し、JICA 本部に共有されることとした。 

①河川港政策及び規則の承認状況 

②タリフ委員会の設置状況 

③水位の定期観測 

④機材台帳の定期的更新 

⑤バージ船の入出港記録 

⑥通常業務としての港湾区域の定期清掃 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

当初は計画されていなかったが、ジュバの治安悪化による無償資金協力事業の遅れを取

り戻すために、できる限りの OJT 活動が実施された。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

専門家と C/P 間の知識、情報共有のために、プロジェクトの重要事項決定の際には定例

会議が開かれた。両者間の信頼関係を構築するのに役立ち、更に相互理解と協調が促進さ

れることが期待される。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトと並行して実施される予定であった無償資金協力事業の遅延により、新

規施設を対象とした技術移転を十分に行うことが困難な状況となっている。この状況に対

応すべく、既存施設を用いて、新規施設に対応できるような指導が実施されている。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

2013 年 12 月の内戦勃発により、専門家の派遣が中断した。専門家グループは本邦におい

て、必要事項の可能な限りのマニュアル化作業を行い、活動が大きく制限されたなかでの

技術移転とならざるを得なかった。 
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３－５ 結論 

プロジェクトは予定どおりに実施できなかったものの、港湾管理の分野においては個人及び

組織の能力が向上した。しかしながら、プロジェクト目標及び上位目標達成のためには更なる

努力が必要である。 

MTRB が取り組んでいる内水輸送の法体系の整備に関し、本プロジェクトは大きく貢献した。

今後、本プロジェクトの成果を定着させるために、南スーダン政府が内水輸送のための基本的

法体系を完成させることが期待される。 

本プロジェクトの成果を拡げ、全国レベルで波及させるためには、南スーダン側が本プロジ

ェクトで習得した技術・知識を活用して継続的な活動を行うことが求められる。南スーダン側

の活動については、四半期に 1 度行うモニタリングで注視したい。 

本プロジェクトは外部条件に大きく影響を受けたものの、国外での研修や、業務マニュアル

の作成など、南スーダン国外での協力がプロジェクトチームにより計画・実施された。このよ

うな状況下でも、日本・南スーダン国側双方がプロジェクト目標達成のために真摯に努力した

ことは評価される。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）プロジェクト目標達成のための短期的提言 

①本プロジェクトで作成した業務マニュアルなどを、既存の施設・機材及び無償資金協力

事業で整備予定の新たな施設・機材の運営・維持管理のために適切な人材と共有するこ

と。 

②現状の施設・機材を前提とした港湾運営活動により、技術力向上への継続性を確保する

こと。 

 

（2）上位目標達成のための中期・長期的提言 

内水輸送向上のためには、港のみならず、航路、航行規則、船舶登録・検査、船員訓練及

び免許付与、捜索救助、汚染対策、航行援助設備、浚渫などさまざまな事項が整備される必

要がある。MTRB が内水輸送の法体系整備に取り組んでいるが、その法体系はこれら事項を

包含すべきである。 

 

（3）今後の支援の方向性 

本プロジェクトにおいて、無償資金協力事業に関連していない河川港政策（案）、河川港

法体系（案）、JRPA 業務マニュアルを作成するなど、一定の成果は達成された。一方で、無

償事業の開始時期のめどがたたない状況であるため、ジュバ港新ターミナルの円滑な運営方

法の検討、作成したマニュアルや料金徴収体系に基づいたジュバ港の管理運営、マニュアル

に基づいた施設の点検・補修の実施、施設台帳の更新、バース調整システムの準備・導入な

どの項目についてはいまだ実施できていない。無償事業の次の入札時期も定まっていない。 

また、南北スーダンの関係悪化による、南北スーダン間のバージ船等の河川物流の停止、

情勢悪化などの事由により、一定の能力をもった C/P が必要数配置されていないことから、

ジュバ港で構築された港湾管理手順の南スーダン各港での共有、統計データベースの整備等

の項目についても実施できていない。 
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一方で、現在、国連の人道支援オペレーションにより南スーダン域内における人道支援物

資の河川輸送は行われている。 

上述の未着手の項目、後継案件で実施すべき協力内容などは、以下の 2 点の進捗状況によ

る部分が大きい。よって、本プロジェクト終了後に以下の 2 点について情報収集を行い、そ

れらの結果や進捗を確認した後に、その時点で改めて後継案件の協力内容を検討することと

した。検討開始にあたっての条件を以下のとおり設定した。 

① 無償資金協力事業の工事契約の締結 

② 貨物取扱量の増加（バージ船の数が 2011 年の水準まで回復すること）

1 

 

３－７ 教訓 

（1）仲間意識 

本プロジェクトは繰り返し述べてきた困難な条件下で実施された。この事実は日本・南

スーダン国側双方のプロジェクトメンバーにプロジェクト目標達成に向けた多大な負担を

強いることとなった。このような条件下、専門家チームは OJT を取り入れることにより、

C/P との距離を縮め、仲間意識をもつことに努めた。これは ODA 活動において大変重要な

成果ということができる。 

 

（2）インセンティブと意欲 

南スーダンにおいてはプロジェクト開始から状況は悪化し続けた。この困難な状況を少

しでも克服するために、専門家チームは C/P のインセンティブと意欲を維持するために、

国内、ケニア等の第三国での研修など、プロジェクト計画に工夫をした。また OJT 活動も

その観点からである。いうまでもなく、技術的な必要性が大切であるが、インセンティブ

と意欲を確保するために心理的な要因が、困難な状況下では多くの成果を発現するために

必要である。 

 

３－８ フォローアップ状況 

当初予定では、本技術協力プロジェクト実施中に、無償資金協力事業「ジュバ河川港拡充計

画」による桟橋拡張、荷役機械の整備が完了する予定であった。本技術協力プロジェクトでは、

それら無償により整備される新施設・機材の運用維持管理を想定したマニュアル類を整備し、

実際に運用してもらう計画としていたが、情勢悪化により無償事業は着工に至らなかったため、

実運用は達成されていない。同無償事業は今後実施される予定であるが、現時点で着工のめど

はたっていない。 

 

 

                                                        
1 南スーダン国内の人道支援物資輸送を行っているWFPへのヒアリングによると、南スーダン北部地域の情勢が悪いため内水

物資輸送は順調に行われておらず、2014年8月以降のバージ船による輸送は5回のみとのこと。 
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Summary of the Terminal Evaluation 
1. Outline of the Project 

Country：Republic of South Sudan Project title：The Project for Enhancement of Operation and 

Management Capacity of Inland Waterway in South Sudan 

Issue：Transportation Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge ：Transportation 

and ICT Group, Infrastructure and 
Peacebuilding Department 

Total cost（At the Terminal Evaluation）：5.38 million yen 

Period 
of 

Cooperation 

1
st
 March 2011 –  

31
st
 August 2015 

（R/D） 

22
nd

 December 2010 

（Revised R/D） 

3
rd

 February 2015 

Partner Country’s Implementing Organization： 

Ministry of Transport, Republic of South Sudan（MTRB/RSS）, 

Ministry of Physical Infrastructure, Central Equatoria State 

（MOPI/CES）, Juba River Port Administration （JRPA） 

Supporting Organization in Japan：The Overseas Coastal Area 

Development Institute of Japan（OCDI）, Katahira & Engineers 

International 

Related Cooperation：Emergency Study on the Planning and 

Support for Basic Physical and Social Infrastructure in 

Juba Town and the Surrounding Areas （2006-2010） 

The Project for Improvement of Juba River Port （E/N：January 

2013） 

 1-1 Background of the Project  

The civil conflict lasted over 50 years until the Government of Sudan and the Sudan People’s 

Liberation Movement/Army （SPLM/A）signed the Comprehensive Peace Agreement （CPA）in 

January 2005. Afterwards, the referendum subscribed in CPA was carried out on 9
th 

January 2011. 

Based on the result, the Republic of South Sudan （RSS）was established on the 9
th

 July 2011.  

For RSS, as an inland country, as commodities and materials necessary for daily lives and 

development of infrastructure in the RSS have been rapidly increased, a stable and effective logistics 

system connecting with surrounding countries is required. The route connecting Port Sudan located in 

the Red Sea in the Republic of the Sudan and Juba is a lifeline which can support the rehabilitation, but 

the trunk road between Khartoum, capital of Sudan, and Juba of RSS is un-paved except for a limited 

part, and follows the course with widely detouring on the White Nile west side, therefore, the road 

transportation ability is limited. Therefore inland waterway transportation has a big role for logistics 

between Kosti in Sudan and Juba. However, Juba Port doesn’t have berthing facilities because they are 

physically destroyed during civil war, so the ships are forced to run on the bank, and leads to the 

limitation of inland waterway transportation and rely on the airlift transportation with higher cost. 

The Government of Japan has implemented to developed a pier in Juba port and provided handling 

equipment through an urgent development study as well as follow-up cooperation. Furthermore, 

through Japanese grant aid cooperation named “The Juba river port expansion project”, a pier of 200m 

in length, large sized crane and warehouse will be developed. Cargo handling capacity is expected to 

be increased by introducing a full-scale mechanized handling system. At the same time, the Ministry of 

Transport, the Republic of South Sudan （MOT/RSS）and the Ministry of Physical Infrastructure, 

Central Equatoria State （MOPI/CES）jointly established the Juba River Port Administration （JRPA）

for the purpose of managing and operating the Juba river port. Rudimentary technical transfer to staff 
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of JRPA with regard to port management and operation was conducted in charge of the urgent 

development study and its follow-up cooperation. 

Under these circumstances, the MOT/RSS requested a technical cooperation to the Government of 

Japan to enhance the operation and management capacity of staff in JRPA and other related 

organizations in order to properly maintain facilities and equipment which will be developed and 

provided by the Juba port expansion project, and to handle cargo effectively. In addition, knowledge 

and experience accumulated at the Juba port will be shared among the major ports in the RSS. In 

response to the official request above, JICA agreed to commence the technical cooperation project 

called “ The Project for Enhancement of Operation and Management Capacity of Inland Waterway in 

South Sudan” in March 2011 with a duration of four years cooperation with MOT/RSS.  

This project was implemented with JRPA as a main counterpart. The original project period was 

from March, 2011 to February, 2015, but the trip to RSS was prohibited from December, 2013 to 

December, 2014 due to security deterioration in RSS. After a trip prohibition was lifted up, the project 

period was extended until August, 2015, and the Project Team conducted the technical assistance 

activity at the site with the related technical manuals which were made in Japan during the trip 

prohibition period. 

Construction work of the Grant Aid project was not commenced during this project implementation 

due to security deterioration. Therefore, the activities which were planned under the pre-condition of 

implementation of Grant Aid project was heavily restricted. 

 1-2 Contents of Cooperation   

The aim of the Project： 

（1

） 

Overall Goal :  

 Inland water transport in South Sudan is facilitated and its capacity enhanced. 

（2

） 

Project Purpose :  

1） 

2） 

Management capacity of Juba port is strengthened. 

Port management system established at Juba port is shared among the ports in South Sudan. 

（3

） 

Outputs ：  

1） 

 

2） 

3） 

4） 

5） 

6） 

7） 

Roles and responsibilities of Juba River Port Administration （JRPA）are established and 

executed properly. 

Budget and accounting system of JRPA are established. 

Facilities of Juba port are properly managed and maintained. 

Cargos are handled efficiently and safely at Juba port. 

Juba port is managed and operated safely, securely and environmentally-friendly. 

Statistical data of Juba port are collected, maintained and utilized. 

Knowledge and experience accumulated at Juba port are shared among the ports in South 
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Sudan. 

（4

） 

Inputs ：  

 Japanese side： 

 Number of Japanese experts dispatched：12 

 Number of trainee dispatched in Japan and third countries （Kenya and Sudan）：42 

 The amount of equipment provided：JPY 1,107,360 + US$ 4,120+US$50,950 for material of 

security fence 

 Local Operation Cost ：JPY21,836,861 

 South Sudan side ： 

 Number of Counterpart：31 
 

 2. Outline of the Evaluation team  

Japanese 
side 

Mr. Yoshimoto KOYANAGI  

Deputy Director, Team 2, Transportation and ICT Group 
Infrastructure and Peacebuilding Department,  

Japan International Cooperation Agency （JICA） 

Mr. Masaya OMAE  General Manager, Success Project Management Office 

Period of Evaluation 5
th

 to 17
th

 Mar. 2015 Type of Evaluation  Terminal Evaluation 

 3. Results of Evaluation  

 3–1 Project Achievement 

  The achievements of the outcome and project objective are described below. Some activities were 

heavily restricted due to delay of Grant Aid project and worsend relationship between Sudan and RSS. 

（1） Achievement of Outputs 

Output 1：Roles and responsibilities of Juba River Port Administration （JRPA）are established and 

executed properly. 

It is judged to have been achieved for the most part. Regarding the indicator 1-1 “Regulatory 

framework of port administration in South Sudan is drafted”, draft of guideline of port administration, 

framework of port policy, port related legal framework, etc. are being implemented with the help of 

legal professions. Regarding the indicator 1-2 “Institutional operation manuals of Juba port are 

prepared”, roles and responsibilities of JRPA were confirmed through a series of discussions, seminars 

and trainings which provided necessary documents to define such roles and responsibilities among 

those concerned. It is planned to concentrate on their executions even though JRPA has been waiting 

for 1）completion of the grant aid project and 2）recovery of river transport cargo volume. From above 

points, it is judged to have been achieved for the most part of Output 1. 

Output 2：Budget and accounting system of JRPA are established. 

It is judged to have been achieved for the most part. Regarding the indicator 2-1 “A document for 

budgetary request is prepared and the budget is requested”, the budgetary and accounting system of 

JRPA as a port management body was explained to the related agencies and understood, and budget 

request to Ministry of Finance was actually made. However, it didn’t come to the budget execution 

due to security deterioration. Regarding the indicator 2-2 “Port tariff is drafted” and 2-3 “Rules for 
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leasing port facilities are drafted”, the draft of port tariff and leasing regulation was drafted under the 

condition of existing port facilities. From above points, it is judged to have been achieved for the most 

part of Output 2. 

Output 3：Facilities of Juba port are properly managed and maintained. 

It is judged to have been achieved for the most part. Regarding the indicator 3-1 “Inspection 

manuals are prepared”, an inspection manual for existing facilities and new facilities to be improved 

by the Grant Aid project was made. Regarding the indicator 3-2 “Facilities are inspected and 

maintained according to the manuals”, inspection work is being conducted for existing berth based on 

an inspection manual, but inspection work doesn’t come to implementation for new facilities because 

of delay of Grant Aid project. Regarding the indicator 3-3 “The ledger of port facilities is prepared”, 

the ledger was made. Regarding the indicator 3-4 “The depth of the berths at Juba port are periodically 

monitored and recorded”, JRPA staff could measure the water depth using measurement equipment. 

From above points, it is judged to have been achieved for the most part of Output 3. 

Output 4：Cargos are handled efficiently and safely at Juba port. 

It is judged to have been achieved for the most part. Regarding the indicator 4-1 “Cargo handling 

manuals for Juba port are prepared” and the indicator 4-3 “A rule for cargo handling services at Juba 

port is drafted”, cargo handling manuals and rules are prepared which are applied to existing facilities 

and equipment and new ones to be improved by the Grant Aid project. Regarding the indicator 4-2 

“Berth allocation system is developed”, technical instruction was conducted for berth allocation during 

the construction work of the Grant Aid project and after completion of it. Furthermore, port entering 

and leaving procedures and berth allocation system were introduced to current port activities and tried 

among port related personnel. Regarding the indicator 4-4 “Improvement method of the efficiency for 

container handling is introduced”, the situation of actual container cargo handling work was shot with 

video and compiled as an educational material for safe cargo handling work. From above points, it is 

judged to have been achieved for the most part of Output 4. 

Output 5：Juba port is managed and operated safely, securely and environmentally- friendly. 

It is judged to have been achieved for the most part. Regarding the indicator 5-1 “Rules regulating 

port services are drafted”, relevant regulation is drafted, and its introduction will be considered 

according to the surrounding situation （development of legal system, improvement of facilities, etc.）. 

Regarding the indicator 5-2 “Port security plan is prepared and trainings and exercises are 

implemented”, the indicator 5-3 “Fire fighting plan is prepared and fire fighting exercises is 

implemented according to the plan”, the indicator 5-4 “Crisis management plan including oil spill 

disaster is prepared”, each plan for new facilities were made and put into Juba River Port 

Administration Operation Manual. Exercise was also conducted for fire fighting plan. Regarding the 

indicator 5-5 “An exercise against oil spill disaster is implemented”, the exercise on a desk which 

assumed an oil-spill disaster and a field training using an oil adhesion mat and an oil boom were 

conducted. From above points, it is judged to have been achieved for the most part of Output 5. 

Output 6：Statistical data of Juba port are collected, maintained and utilized. 
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It is judged to have been achieved for the most part. Regarding the indicator 6-1 “Manuals to collect 

port statistics and data are prepared”, the indicator 6-2 “Database is developed and utilized”, the 

indicator 6-3 “Brief port statistics report is prepared”, the objective of port statistical data was 

understood by making the manuals to collect port statistics and data, computerization of the data 

which was being recorded by handwriting, the way of data acquisition, compilation method of brief 

port statistics report. On the other hand, due to the deterioration of diplomatic relationship between the 

Sudan and RSS, it is the current situation that the logistics activities between two countries is stopping, 

and only limited data is obtained. Even though the activities are limited, the related manuals have been 

developed and possible activity is continued under the current cargo volumes, thus it is judged to have 

been achieved for the most part of Output 6. 

Output 7：Knowledge and experience accumulated at Juba port are shared among the ports in South 

Sudan. 

It is judged to have been achieved for the most part. Regarding the indicator 7-1 “The number of 

trainings and seminars provided for the staff from other ports”, total of three times of field visit and 

workshop were held at Malakal Port, but the activities became limited because the trip to rural area 

couldn’t be possible due to security deterioration. Regarding the indicator 7-2 “The numbers of staff 

attended trainings and seminars from other ports”, an intensive lecture gathering port masters and staff 

from rural ports to Juba Port, and third country trainings were conducted. Even though the activities 

became limited due to security deterioration, by conducting the technical assistance in Juba Port and 

third country, thus it is judged to have been achieved for the most part of Output 7. 

（2） Possible achievement of Overall Goal 

Project Purpose 1：Management capacity of Juba port is continuously strengthened. 

             2：Port management system established at Juba port is continuously shared among   

               the ports in South Sudan 

It is judged that the achievement level of project purpose is “moderate”. Regarding the indicator 1 

“Efficient operation of the new facility of Juba River Port is examined”, the Grant Aid project has not 

commenced yet and actual operation of new terminal has not been started, but the Juba River Port 

administration & operation manual was developed and port administration ability of the existing 

facilities has been improved and it seem s to contribute to smooth operation of new facilities. 

Regarding the indicator 2 “Capacities of staff at the ports in South Sudan are strengthened”, the 

activities became limited because the trip of project team to rural ports was prohibited and necessary 

port staff was not assigned in some ports due to security deterioration, but technical know-how was 

shared to some extent through technical assistance in Juba Port and third country trainings. From 

above points, it is judged to have been achieved for the most part of Project Purpose. 

 

 3–2 Summary of evaluation result 

（1）Relevance：Relatively High 

As regards the consistency with South Sudan Policies, The basic policy for the year from 2013 to 
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2017 in Transport Sector Plan, South Sudan （MTRB/RSS, April 2013）prioritizes the establishment of 

the effective distribution network, offering the safe transport service and strengthening the 

management capacity of MTRB. Furthermore, development of economic infrastructure such as 

transport is listed as a priority area to be highlighted in Joint evaluation mission report （2005 - 2011）, 

which is framework of north and south Sudan development and formulated by CPA （Comprehensive 

Peace Agreement）. Furthermore regarding river transport, in the South Sudan Development Initiative 

2013-2020 （January 2013）, it has set a high priority on infrastructure development related to the river 

transport, navigation assistance facility development, and legislation relating to river transport service, 

and also indicating the importance of training program for staff development engaged in river 

transport, and need for technical assistance to the implementation.  

In June 2012, the Government of Japan adopted two prioritized development issues to South Sudan; 

1. The development of infrastructure 2. Enhancement of the governance, in a rolling plan. “Program 

for developing infrastructure” is one of Cooperation Programs to South Sudan based on the rolling 

plan. Through the Program, the Government of Japan intends to support the development of 

infrastructure which promotes a continuous economic growth in Juba and focus on activities to reduce 

regional differences for the consolidation of peace. This project secures stable logistics service 

through operation and management development of inland waterway transportation, and leads to 

correction of regional gap in the South Sudan, and accords to the country assistance policy to the 

country.  

Related to the Japanese assistance, the Urgent Development Study and its Follow-up Cooperation, 

the Grant Aid Project and the Group and Region-Focused Training have been assisting to provide an 

infrastructure, equipment and human resource development for the port sector respectively. The delay 

of implementation of the Grant Aid Project for providing facilities and equipment due to 

unforeseeable security situation in Juba is one of the serious factor of interference of the Project. 

Concerning the needs of the Ports in South Sudan, the handling cargo volumes were expected to 

increase in each port such as Juba port in South Sudan as the rapid development after the 

independence. In such situations, management capacity of ports needs to be strengthened and the need 

to implement the Project in ports is high.  

The river transport is important for the relief supply of the UN and repatriated refugee more than 

the development of domestic industry for the time being. Although the traffic volume by barge vessels 

has been decreasing due to the logistic stagnation with Sudan, the transport by small boats has been 

contributing to carry food and daily commodity. When the relation with Sudan improves, it is 

expected to increase the traffic volume by river transport; therefore it is expected to contribute to the 

industrial development in addition to BHN. 

Even though there are no data for comparison with the other mode of transportation, the 

North-South river transport is very important because it takes time to improve the road network which 

is very poor condition. 
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（2）Effectiveness：Relatively Low 

The achievement of the Project purpose 1-2 is likely to be low if the external conditions, which are 

not fulfilled at the moment, remain in the same situation until the termination of the Project. 

Concerning the Project purpose 1, the capacity of the JRPA staff who participated in on-the-job 

training and other activities has been strengthened, and their incentive in managing and operating port 

management has been enhanced. Hence, the management capacity will be enhanced on an ongoing  

basis within JRPA if the activities continue. On the other hand, as to the Project purpose 2, staff has 

not allocated in target river ports appropriately. The technical instruction was provided at Juba Port to 

the staff who are to be assigned to other ports, however it has not reached to the actual practical 

operation. 

Through the activities from Output 1-6, given that management capacity of JRPA is strengthened, 

the Project purpose will be achieved. Furthermore, assuming that knowledge and experiences of JRPA 

accumulated through OJT and other activities can be shared among the ports through the activities of 

Output 7, the Project purpose 2 will be achieved. From the above, the project logic is appropriate from 

Outputs to the Project purpose. 

Staff members allocated at the beginning of the Project have not been transferred and resigned, 

therefore, it can be said that the important assumption 1 is fulfilled. As regards to the important 

assumption 2, one of main objectives is to enhance the management capacity of JRPA through 

utilizing the new facilities efficiently and properly, such as a jetty expanded and equipment to handle 

cargos, provided by Japanese grant aid. The implementation of Japanese Grant aid has been delayed 

more than one and half year compared to the schedule. Due to the reason above, the Project has 

provided activities for JRPA to the utmost extent responding not only to the existing facilities but also 

to the new facilities. However, more than a half of activities are responding to the new facilities, 

therefore, the technical knowledge cannot be transferred adequately to port staff due to the 

implementation delay of the Japanese grant aid. 

As a challenge to the critical issue, the demand of river transport is 60% of all nationwide cargo 

transport as recorded before the war because of the substantial geographical constraints especially 

huge area is covered underwater level in rainy season. The road transportation has heavy difficult for a 

logistic services under such situation in 7 （seven）month a year. It is obvious the river transport is the 

lifeline of the country. It is also reasonable way of transport by river because it is cheap and capable 

for mass volume at once. 

 

（3）Efficiency：Moderate 

The quality of experts is highly evaluated by hearing from the counterpart and the experts could 

respond to diversity from large-scale port to river port.; however its quantity and input timing were 

not satisfied due to postponement of exerts dispatch from December 2013 to march 2015 because of 

deterioration in the security situation. It is necessary to catch up this delay as much as possible by 

technical guidance by the experts on March and April 2015 based on the manual which was prepared 
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during their postponement period. Furthermore, it should be mentioned there was a lack of efficiency 

because the coordination with the grant aid project could not be made from a standpoint of input 

timing of the experts. 

Several equipment, such as Electric Distance Meter, Automatic Level, Lead Rope and Personal 

Computer, has been procured to the Project and utilized for activities of the Project. And the material 

for the security fence around the port area was provided. The installation works has just started and 

the port security will be secured after its completion.  

The quality of the training in Japan and third country （Kenya, Cambodia）which was well prepared 

on each subject was very much high which could not be experienced in South Sudan because of lack 

of facilities and equipment. Participants could build image of the coming facilities and equipment 

under the grant aid project. 

It was difficult to allocate properly to each port other than the port of Juba due to the security 

purpose and slippage of cargo volume in line with the Project schedule. The staff members who have 

been working and having training at the port of Juba will be allocated to the other ports which start 

operation in the future. 

 

（4）Impact：Moderate 

It takes time to achieve the overall goal because of the low possibility to develop river transport 

capacity. The present situation of river transport is limited to the domestic duties, such as the 

assistance goods by UN or refugee repatriation due to the deterioration of the North-South relations, 

and small boat service only. It is necessary to complete the grant aid project for Juba port to enhance 

the facilities and equipment capacity and the same to the other target ports by this Project. 

Furthermore, the institutional and human resource development is necessary. 

Recovery of the river transport is closely related to the situation between North-South, there is no 

clear idea as an interference. It is impossible to achieve the overall goal only by the development of 

primary ports, like the port of Juba. It is obviously necessary to secure the pre-condition “Public 

security in South Sudan is not deteriorated.” 

As the unexpected effects, there are following three （3）factors; 

1）The most noticeable unexpected effect is the awakening of importance by the South Sudan side of 

the policy higher than the law and regulation. It was not included in the PDM related to the policy 

matter. The Project has found this fact during implementation of the Project and put how to develop 

into activities in line with the intention of the South Sudan side. It is not completed yet, but the 

Transport Policy and River Port Policy are considered as one of the most important matters to be 

solved by MTRB. 

2）The next important finding as an unexpected effect is familiarization of the personal computer and 

its software necessary for statistics, accounting and other necessary subjects related to the port 

management. This fact was not discussed before the Project; however the Project team found the 

necessity and added in the program of the Project for the smooth implementation of the related 
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activities. As a result, the counterparts who have been working for this under the guidance of the 

experts reached the level to instruct the other counterparts. 

3）JRPA’s motivation to sort out problems and issues has been raised through the Project and they 

started activities with their own initiatives. The management capacity of JRPA staff has been 

strengthened through OJT and other activities. It is expected that the Project maintains the 

motivation and incentive of JRPA staff. 

 

（5）Sustainability：Moderate 

Political, Organizational and institutional Aspects : 

The basic policy for the year from 2013 to 2017 in Transport Sector Plan, South Sudan 

（MTRB/ESS, April 2013）prioritizes the Establishment of the effective distribution network, offering 

the safe transport service and strengthening the management capacity of MTRB. Furthermore, 

development of economic infrastructure such as transport is listed as a priority area to be highlighted. 

The Government of South Sudan has a realization to improve the port management capacity in order 

to operate smooth cargo transport as the most important matter. It can be said that the sustainability 

has been secured about directionality, but the level which can be self-contained is difficult to say 

about policy making on specific issue, organization reform and institutional reform, and is estimated 

the donor assistance is required. 

Technical Aspects : 

The expert team provided the manual “Juba River Port Administration Operation-Manual” related 

to all the Outputs which were defined in the PDM with a purpose to satisfy a shortage of activities at 

site. This manual will contribute to let JRPA keep on working based on the Outputs. 

（As reference：Contents of the Manual） 

1. General Affairs and Administration Department 

2. Budget and Accounting Department 

3. Operation and Statistics Department 

4. Risk Management and Environment Department 

5. Mechanical Cargo Handling Department 

6. Maintenance Department 

It's expected that the above mentioned manual "Juba River Port Administration Operation-Manual"  

will be fixed in the organization by well understanding of it by C/P and share with the staff who will 

be newly assigned by personnel transfer. But it has only assumed that the new facilities and equipment 

will be provided, it seems necessary to confirm the degree of settlement of the manual when the new 

facilities and equipment are actually provided in the future. 

Manpower Aspects : 

Because it has just become independent in 2011 and faced deterioration of security situation during 

project implementation, there are a lot of destabilizing elements of logistic stagnation, delay of grant 

aid project, and it cannot be judged the ownership of C/P was always high. Under such circumstances, 
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it can be evaluated that the C/P was involved in the project in active manner and made an effort 

toward technological acquirement aggressively. Some personnel transfer in the central government are 

found, but conspicuous change is not found in TF3 of the practical work level （cargo handling and 

operation） 

It can be said that the sustainability in terms of JRPA and Juba Port has been secured about the 

number and the quality. The issue is securement of the skill which will be introduced into the port 

function efficiently when river transport was activated and each port function restored. 

Financial Aspects : 

South Sudan has stopped to export oil to Sudan and the revenue from the oil production has 

decreased. Moreover, it is difficult to secure all expense which is very high cost projects, such as the 

facilities of port, dredging and so on. 

Necessary measures for monitoring the situation toward to secure sustainability 

The following items are to be monitored to share with both sides to secure sustainability. The South 

Sudan side report to JICA South Sudan Office once in a quarter of the year and the report will be 

shared with JICA HQs. 

1) Progress of the authorization of the river port policy and regulation 

2) Establishment of a tariff committee 

3) Periodical measurement of water level 

4) Periodical updating of the equipment ledger 

5) Recording of barges accommodated 

6) Periodical cleaning of port area as a routine work 

 

3–3 Factors that promoted realization of effects 

（1）Factors concerning to planning 

Although it was not planned initially, the practical trainings by OJT were planned and implemented 

to a maximum extent because the delay of the grant aid project due to unforeseeable security situation 

in Juba. This measure has made the lack of technical transfer minimum due to the said delay.  

（2）Factors concerning to the Implementation Process 

Meetings have been periodically held to share the knowledge and information between Japanese 

experts and C/P and to decide the important issues of the project. Japanese experts have the 

confidence that the communication with C/P has been improved, and have the opinion that further 

understanding and collaboration should be promoted. 

 

 3–4 Factors that impeded realization of effects 

（1）Factors concerning to planning 

Due to the implementation delays of Japanese grant aid due to unforeseeable security situation in 

Juba, the Project has difficulties in transferring the techniques so that JRPA staff can utilize the new 

facilities. Under the circumstances, the Project is conducting training in the existing facilities in order 
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for JRPS to correspond the new facilities.  

（2）Factors concerning to the Implementation Process 

  Due to the outbreak of civil conflict in December 2013, it was broken up the JICA experts dispatch 

to the site. During this period, the activities were heavily limited and the expert team has prepared the 

necessary manuals in Japan. 

 

 3–5 Conclusion 

Although the Project could not be implemented according to schedule because of various matters 

mentioned at each section of this report, both individual and organizational level in the field of port 

management were enhanced. But still further efforts are necessary to achieve the Project Purpose and 

Overall Goal. 

MTRB has been working on the legal system formulation regarding the river transport to 

contribute to the port activities. MTRB has been drafting such documents together with the expert on 

law to accelerate for urgent completion. It is afford to say that the Project has contributed for this 

legal aspect in deep. It's expected that the Government of South Sudan makes basic legal system for 

river transport be completed to make the project outcome fixed in the future. 

It's requested that the South Sudanese side utilizes the technology and knowledge acquired by this 

project and comes into action continually to expand the project outcome and make them spread by the 

whole country level. The South Sudanese side’s activities will be monitored once in a quarter of the 

year. 

Both sides, South Sudanese and Japanese, should keep in touch to monitor the situation in order to 

spread the Outputs of the Project nationally to have a spillover effect widely. 

Although the Project was heavily damaged by the deterioration in the security situation because of 

the delay of provision of facilities and equipment, the outsource occasions planned and instructed by 

the expert team, such as training outside of South Sudan, compiled manual for the necessary subjects 

were designed as much as possible to cover the loss and delay. The counterpart group also did not fall 

into depression and then tried to make the most of an opportunity. Both side has tried to reach the 

goal together under such circumstances. Such a sincere manner on both side should be appreciated.  

 

3–6 Recommendations 

（1）Short Term Recommendations to achieve the Project Purpose 

1) As the self-contained manuals were provided by the Project, the South Sudanese side is 

recommended to share the necessary items with the right personnel for further understanding 

and utilization both for the existing and new facilities and equipment to be improved by the 

grant aid project. Continuity is the most important awareness to improve the human 

competence. 

2) In a similar way as the Short Term Recommendation 1）mentioned above, it is necessary to 

secure the continuity of technical development by the port operation activities in the subject 
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which does not need special facilities and equipment.  

 

（2）Long and Mid Term Recommendations to achieve the Overall Goal 

There are various items to be fulfilled in order to develop the inland water transport, such as the 

port, vessel traffic lane, navigation rules and regulations, ship registration and inspection, ship’s crew 

training and license, search and rescue system, pollution prevention, navigational aids, dredging etc. 

MTRB has been working for the River Transport Bill since long time; therefore such a legal system 

should cover all aspect related to the river transport in order to facilitate and enhance its capacity. 

 

（3）Directionality of assistance in the future 

  Such as making river port policy （draft）, river port legal system （draft）and JRPA operation 

manual which are not related to grant aid project, some outcomes were achieved to certain extent. On 

the other hand, it can't be put into effect yet about consideration of a smooth management of new 

Juba Port terminal, management and operation of Juba port based on the manual made by this project 

and tariff collection system, implementation of the check and maintenance of the facilities based on 

the manual, revision of the ledger, preparation and introduction of berth allocation system, because 

the grant aid project delayed and time of next tender has not been decided yet either. 

  Furthermore, the necessary number of C/P with the fixed ability was not allocated because of 

stagnation of logistics between North-South Sudan using barges due to worsened relationship of two 

countries, security situation deterioration in South Sudan, thus it can't also be put into effect about 

sharing of administration procedures on port operation established by the project to other ports in 

South Sudan, and improvement of port statistics database as well. 

  At present, river transportation of a humanity relief resource in South Sudan is performed by 

humanity support operation by United Nations （UN）. 

  Regarding the above mentioned un-achieved items, and cooperation items to be implemented in 

succeeding project, they rely on the progress of following two items. Therefore, both sides collect the 

information on the following two points, and confirm the result and progress, and consider the 

contents of succeeding projects. 

  Condition of the consideration of the succeeding project has been confirmed as below. 

    1） Conclusion of the contract agreement for construction works of the Grant Aid project “The 

Project for Improvement of Juba River Port” 

    2） Increase of cargo handling volume （Assume the number of barges recovers to the 

equivalent amount of 2011）
1
 

 

3–7 Lessons Learned 

（1）Sense of fellowship 

                                                        
1
 According to hearing to WFP doing humanity relief resource logistics in South Sudan, Inland transportation of goods isn't 

performed smoothly because the situation of north region in South Sudan is bad and the actual transportation by barge since 
August 2014 is only 5 times. 
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This Project has a real difficulty to implement because of the difficult story mentioned repeatedly 

above. It means that the Project members of both South Sudanese and Japanese sides had heavy 

burden to work towards the achievement of the Project Purpose. Under such situation, the expert 

team has been trying to reduce distance with the counterparts by means of OJT method hand in hand. 

This kind of attitude has create the sense of fellowship between them. Undoubtedly, the expert team 

and counterparts have a trusting relationship with each other. This kind of output is also very much 

important in the ODA activity. 

（2）Incentive and motivation 

People works to enjoy life with desire to improve; however the situation in South Sudan has been 

deteriorated since the commencement of the Project. This is truly difficult story. Then, the expert 

team take the importance to keep incentive and motivation of counterparts into consideration for the 

planning of the Project, for example, training programs in the country and overseas, including in the 

third country, Kenya. Also OJT method was one of such ideas. Needless to say, the technical 

necessity should be first but some interesting factors may help to keep high incentive and motivation. 

This attitude has made various outputs from this Project climbing over the said difficulty. 

 

3-8 Follow-up Situation 

  In the initial plan, the berth expansion and provision of cargo handling machine were expected to 

be completed by the Grant Aid project “The Project for Improvement of Juba River Port” during 

implementation of this technical cooperation project. In this technical cooperation project, the 

relevant port administration & operation manuals were developed for new facilities and equipment to 

be provided by the Grant Aid project and were supposed to be actually practiced, but the actual 

practice was not achieved because the construction work of Grant Aid project did not commence due 

to security deterioration. The Grant Aid project will be implemented in future but the timing is not yet 

in sight. 
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の終了時評価調査の終了時評価調査の終了時評価調査の概要概要概要概要 

 

１－１ 終了時評価調査の経緯・目的 

2005 年 1 月の南北包括和平合意（Comprehensive Peace Agreement：CPA）を経て、スーダン国

政府とスーダン人民解放軍との 50 年にわたる内戦が終結した。そして、2011 年 1 月 9 日、CPA

に基づいて南スーダンの独立を問う住民投票が行われ、その結果、同年 7 月 9 日に南スーダン共

和国（以下、「南スーダン」と記す）が誕生した。 

南スーダンでは、日常生活に必要な物資の需要が急増し、インフラの開発が急務となり、周辺

国からの安定的かつ効果的な物流システムの確保が求められている。物資の円滑な流通により、

南北スーダン間に交流がもたらされ、和平促進に寄与するものと期待されている。南スーダン国

内においては、白ナイル川で結ぶ、首都のジュバ港と南スーダン拠点港のコスティ港間における

内水輸送が非常に大きな役割を担っている。 

日本政府はこれまでに緊急開発調査やフォローアップ協力を通じ、ジュバ港における桟橋整備

や資機材供与を実施してきた。さらに、無償資金協力事業｢ジュバ河川港拡充計画｣（以下、無償

資金協力）では、桟橋（200m）、大型クレーン、上屋等の整備が計画されており、機械化荷役の

本格導入による貨物取扱能力の増強が期待されている。また、南スーダン運輸省

※

（Ministry of 

Transport/ Republic of South Sudan：MOT/RSS）、中央エクアトリア州政府インフラ省（Ministry of 

Physical Infrastructure/Central Equatoria State：MOPI/CES）は、ジュバ港の維持管理を目的として

ジュバ港管理組織（Juba River Port Administration：JRPA）を共同で設立した。その JRPA 職員に

対し、日本政府は港湾の維持管理に必要な初歩的な技術移転を緊急開発調査･フォローアップ協

力において行った。

※

運輸省（MOT）は 2011 年 8 月に運輸・道路・橋梁省（MTRB）に改編された。 

このような背景の下、南スーダンはジュバ港の拡張プロジェクトにより供与される施設や機材

を適切に維持管理していくために JRPA や関連機関の運営・維持管理能力を強化すること、また、

ジュバ港で得られた知見を他の南スーダンの主要港と共有することを目的とし、日本政府に対し

て技術協力の要請を行った。この要請を受け、国際協力機構（JICA）は、2011 年 3 月から 4 年間

にわたり、技術協力プロジェクト｢南部スーダン（現：南スーダン国）内水輸送運営管理能力強

化プロジェクト」を実施することに合意した。今般、プロジェクト実施期間終了まで約 3 カ月と

なった段階で、プロジェクトの成果、達成状況を確認し、案件終了までの課題を整理し、プロジ

ェクト関係者への提言を行うとともに、他の案件への教訓を得ることを目的として終了時評価調

査を実施した。 

 

１－２ 調査団の構成 

終了時評価調査は、日本国側及び南スーダン側による合同評価委員会により実施された。おの

おののメンバーは以下のとおりである。 

 

（1）日本側団員（JICA より派遣された調査団） 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 小柳 桂泉 JICA 社会基盤・平和構築部 運輸交通・情報通信グループ第二

チーム主任調査役 
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評価分析 大前 正也 株式会社サクセス・プロジェクト・マネジメント・オフィス 

代表取締役 

 

（2）南スーダン側団員 

氏 名 所 属 

Mr. Manyok Simon Chol 運輸・道路・橋梁省 内陸水運総局 政策調査オフィサー 

 

１－３ 調査日程 

現地調査は 2015 年 4 月 5 日から 4 月 17 日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以下

のとおりである。 

月 日 
活 動 

宿泊地 
総 括 評価分析 

4/5 日 

 

ジュバ着 午後 
日本人専門家、JICA 南スーダン事務所との打

合せ 
ジュバ 

4/6 月 
午前 

午後 

JRPA 施設視察、日本人専門家との打合せ 

資料整理 
ジュバ 

4/7 火 

午前 

 

 

午後 

港湾フェンス設置起工式 

JRPA 副港長へのインタビュー 

民間船舶会社へのインタビュー 

資料整理 

ジュバ 

4/8 水 

午前 

 

 

 

運輸・道路・橋梁省河川交通局長へのインタ

ビュー 

州政府インフラ省へのインタビュー 

JRPA 港長へのインタビュー 

ジュバ 

午後 資料整理 

4/9 木 
午前 

午後 

日本人専門家へのインタビュー 

資料整理 
ジュバ 

4/10 金 
午前 

午後 

JRPA 事務 C/P へのインタビュー 

資料整理 
ジュバ 

4/11 土 資料整理・報告書作成 ジュバ 

4/12 日 

ジュバ着 

 

 

総括・日本人専門家との打合せ 

ミニッツ他関連文書の確認 

資料整理・報告書作成 

ジュバ 

4/13 月 
午前 

午後 

在南スーダン日本国大使館表敬 

プロジェクト現場視察、日本人専門家との打合せ 
ジュバ 

4/14 火 
午前 

午後 

JCC 準備 

JCC 開催 
ジュバ 

4/15 水 
午前 

午後 

WFP 面談 

資料整理・報告書作成 
ジュバ 
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4/16 木 

午前 資料整理・報告書作成、総括 JICA 事務所での打合せ ジュバ 

午後 

 

日本人専門家との最終確認、JICA 事務所報告、在南スーダン日

本国大使館報告 
 

4/17 金 ジュバ発  ジュバ 

 

１－４ 主要面談者（敬称略・順不同） 

（1）運輸・道路・橋梁省（Ministry of Transport, Roads and Bridges：MTRB/RSS） 

Mr. Abdu Silye Mustafa Lako 内陸水運総局 局長 

 

（2）中央エクアトリア州インフラ省（MOPI/CES） 

Mr. Lino Schebesta D. Kenyi 運輸通信総局 局長 

 

（3）ジュバ港管理組合（JRPA） 

Mr. Zubeir Taban 港長 

Mr. Mr. Emanuel Matayo Eli 副港長 

 

（4）民間船会社 

Mr. Mr. Jacob Daniel J. 顧問、NILE BARGES 

 

（5）プロジェクト専門家 

小山 彰 総括/港湾対策 

長谷部 英司 安全管理（2）/ 保安/港湾荷役（3） 

藤本 光弘 施設維持管理（土木）/ 研修計画（2）/ 業務調整（2） 

池永 哲夫 施設維持管理（機材） 

甲元 正臣 業務調整（1）、港湾管理補助/研修計画（1） 

 

（6）国連世界食糧計画（World Food Programme：WFP）南スーダン事務所 

Mr. Alessandro Scaletti Head of Logistics 

Ms. Nozomi Hashimoto Donor Relations Officer 

 

（7）在南スーダン日本国大使館 

濱野 成 参事官（アフリカ専門官） 

石崎 妃早子 一等書記官 

 

（8）JICA 南スーダン事務所 

古川 光明 所長 

小林 知樹 次長 
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１－５ 対象プロジェクトの概要 

2011 年 5 月 4 日に開催された第 1 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で承

認されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）Version 1（付属

資料 1）に基づいたプロジェクトの要約は以下のとおりである。 

（1）協力期間：2011 年 3 月 1 日～2015 年 2 月 28 日（4 年間） 

その後、2015 年 2 月 3 日付の変更（Record of Discussions：R/D）により、協力

期間を 2015 年 8 月 31 日まで延長。 

（2）実施機関：MOT/RSS, MOPI/CES, JRPA 

（3）対象地域：ジュバ港ほか南スーダン 6 港（ボル港、シャンベ港、アドック港、マラカル港、

マンガラ港及びレンク港） 

（4）上位目標：南部スーダンにおいて内水輸送が円滑化され、輸送能力が拡大する。 

（5）プロジェクト目標：ジュバ港の港湾管理能力が強化される。 

ジュバ港で構築された港湾管理手順が南スーダン各港間で共有される。 

（6）成果 

1）ジュバ港管理組織（JRPA）の役割と責務が確立され、適切に機能する。 

2）JRPA の予算・決算制度が確立される。 

3）ジュバ港の施設が適切に維持管理される。 

4）ジュバ港において安全で効率的な荷役が行われる。 

5）ジュバ港が安全、安心かつ、環境にやさしく管理される。 

6）ジュバ港の港湾統計データが収集され、更新及び港湾管理に活用される。 

7）ジュバ港で蓄積された知識及び経験が南スーダン主要港職員間で共有される。 
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第２章第２章第２章第２章    終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法 

 

２－１ 終了時評価調査のプロセス 

本評価調査は、以下 3 つのステップにより実施した。 

 

 

 

 

 

第 1 ステップでは、プロジェクトによる内部評価として、PDM 及び活動計画表（Plan of 

Operations：PO）に沿った活動・成果・プロジェクト目標実績表、上位目標の達成見込み、専門

家や機材・研修等の投入実績表が作成された。 

第 2 ステップでは、日本・南スーダン国側双方の評価分析団員により、プロジェクト専門家を

はじめとするプロジェクト関係者へのインタビューを実施し、その結果を基にプロジェクトの活

動や成果等の評価及び分析を行った。 

第 3 ステップでは、日本・南スーダン国側双方の調査団員による評価調査を実施した。第 1 ス

テップによる自己評価及び第 2 ステップによる評価分析結果を基に、評価 5 項目に沿って本プロ

ジェクトのプロジェクト目標及び成果の達成状況を確認し、主に阻害要因に基づいた改善の方向

性、提案等、提言の抽出を行った。その提言に基づき、具体的な軌道修正（PDM 等）を行った。 

 

２－２ データ収集方法 

日本・南スーダン国側双方による合同評価調査団は、PDM（終了時評価版）（付属資料 1 Appendix 

01）、PO（付属資料 1 Appendix 02）、専門家業務完了報告書、プロジェクト関係者へのインタビ

ュー、現地調査によりデータを収集した。なお、PDM（終了時評価版）は 2013 年 11 月に開催さ

れた第 5 回 JCC で承認された。 

以下は、インタビューの対象者である。 

・カウンターパート（MTRB/RSS, MOPI/CES, JRPA） 

・民間船会社（NILE BARGES） 

・日本人専門家 

・国連世界食糧計画（WFP） 南スーダン事務所 

・JICA 南スーダン事務所 

 

２－３ 分析項目 

（1）プロジェクトの実績の検証 

PDM 及び PO に基づき、投入は計画どおり実施されたか（計画との比較）、成果は計画ど

おり達成されるか（目標との比較）、プロジェクト目標は達成されるか（目標との比較）、上

位目標は達成の見込みがあるか（目標との比較）を検証した。 

 

（2）実施プロセスの検証 

活動は計画どおりに実施されたか、プロジェクトのマネジメント体制に問題はなかったか、

第3ステップ：  

日本・南スーダン 

調査団評価 

 

第2ステップ：  

日本・南スーダン側 

コンサルタント評価 

第1ステップ： 

プロジェクト

内部評価 
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相手国実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか、プロジェクトの実施過程で生

じる問題の要因や効果発現に影響を与えた要因は何か、などを検証した。 

 

（3）評価 5 項目 

妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の評価 5 項目によりプロジェクトの評価を

行った。 

妥当性 

対象地域・社会のニーズに合致しているか、ターゲットグループのニーズに

合致しているか、南スーダンの開発政策や日本の援助政策と整合性があるか、

プロジェクトのアプローチは適切かなどを評価する。 

有効性 

プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標を達成する阻害

要因はあるか、成果はプロジェクト目標を達成するために十分であるか、成果

からプロジェクト目標に至る外部条件は現時点においても正しいかなどを評

価する。 

効率性 

成果の達成度は適切か、成果達成を阻害した要因はあるか、成果を産出する

ために十分な活動であったか、成果を産出するために十分な投入であったか、

外部条件による影響はないか、計画に沿って活動を行うために、過不足ない

量・質の投入がタイミングよく実施されたかなどを評価する。 

インパクト 

上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか、上位目標を達成

する阻害要因はあるか、上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか、プ

ロジェクト目標から上位目標へ至る外部条件は現時点でも正しいか、上位目標

以外の効果・影響が想定されるかなどを評価する。特にマイナスの影響が想定

される場合は、それを軽減するための対策がとられているかを検証する。 

持続性 

プロジェクト目標、上位目標などのプロジェクトがめざしている効果は、協

力終了後も持続すると見込まれるかを評価する。それらの持続的効果の発現要

因、阻害要因は何かを政策面、組織面、財政面、技術面の観点から評価する。 

 

5 項目は、下記のとおり 5 段階で評価される。 

1 2 3 4 5 

低い 概して低い 中程度 比較的高い 高い 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入実績 

2015 年 3 月 31 日時点の日本側、南スーダン側の投入実績は以下のとおりである。 

 

（1）日本側の投入実績 

1）専門家派遣 

終了時評価調査までに以下 12 分野の専門家が派遣された。詳細は、付属資料 1 Appendix 

3 を参照。 

分野：総括/港湾対策、副総括/港湾行政（1）、港湾行政（2）/ 広報計画、港湾管理、港湾統計、

港湾荷役（1）、港湾荷役（2）、安全管理（1）、安全管理（2）/ 保安/ 港湾荷役（3）、施

設維持管理（土木）/ 研修計画（2）/ 業務調整（2）、施設維持管理（機材）、業務調整（1）

/港湾管理補助/研修計画（1） 

 

2）在外事業強化費 （通貨単位：JPY） 

 フェーズ 1 

2011 年 4 月～ 

2012 年 3 月 

フェーズ 2 

2012 年 4 月～ 

2013 年 3 月 

フェーズ 3 

2013 年 4 月～ 

2015 年 6 月 

合計 

執行金額 7,810,054 14,026,807 0 21,836,861 

人件費 1,078,421 2,483,298 0 3,561,719 

その他 6,731,633 11,543,509 0 18,275,142 

 

3）C/P 派遣（本邦・コスティ/スーダン国・モンバサ/ケニア国・カンボジア国研修） 

派遣項目 研修期間 研修内容 
参加 

人数 

本邦研修 2011 年 11 月 22 日～12 月 10 日 準高級幹部職員対象とした港湾官

営運営全般 

3 名 

2012 年 11 月 11 日～23 日 JRPA 幹部クラス対象とした実地研

修 

3 名 

2014 年 8 月 12 日～8 月 22 日 港湾法制度、政策、内水輸送政策 6 名 

コスティ研修 

（スーダン） 

2011 年 11 月 27 日～12 月 3 日 基礎港湾管理、取扱荷役管理、港湾

視察 

7 名 

モンバサ研修 

（ケニア） 

2011 年 10 月 24 日～11 月 11 日 法制度、港湾タリフ、安全荷役 4 名 

2012 年 8 月 12 日～9 月 7 日 法制度、港湾タリフ、安全荷役 4 名 

2013 年 2 月 4 日～15 日 法制度、港湾タリフ、安全荷役 4 名 

2014 年 10 月 4 日～19 日 安全荷役 7 名 

カンボジア研修 2013 年 10 月 14 日～18 日 国際河川輸送規則、河川港関連中央

政府等の役割、港湾管理と河川輸送

課題 

4 名 
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4）供与機材リスト 

（単位通貨：US$） 

 機材名 数量 計 購入日 

1 ノート PC 1 1 900 2012 年 6 月 1 日 

2 ノート PC 2 1 900 2012 年 6 月 5 日 

3 ノート PC 3 1 
2,320 

2012 年 4 月 11 日 

4 ラップトップ PC 1 2012 年 4 月 11 日 

合計 4,120  

 

（単位通貨：JPY） 

 機材名 数量 計 購入日 

1 光波距離計 1 1,000,000 2012 年 5 月 10 日 

2 オートレベル 1 80,000 2012 年 5 月 10 日 

3 測深用レットローブ 1 27,360 2012 年 5 月 10 日 

合計 1,107,360  

 

（単位通貨：US$） 

 機材名 数量 計 購入日 

1 セキュリティフェンス資材 1 セット 50,950 2015 年 3 月 

合計 50,950  

 

（2）南スーダン側投入 

1）C/P 配置人数 

プロジェクトに従事した C/P のタスクフォースごとの参加人数は以下のとおりである。

詳細は付属資料 1 Appendix 4 を参照。 

所属先 

タスクフォース 1 

（成果 1 と 7） 

タスクフォース 2 

（成果 2） 

タスクフォース 3 

（成果 3-6） 

MTRB 3 0 1 

MOPI 2 2 0 

JRPA 3 4 16 

Total 8 6 17 

 

３－２ 活動実績 

プロジェクトの主な活動実績は付属資料 1 Appendix 7 を参照。 
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３－３ プロジェクト目標の達成状況 

各指標の達成度は以下の基準により判断する。 

 

達成度 

A：プロジェクト終了時までに十分達成される。 

B：プロジェクト終了時までにおおむね達成されるが、一部未達成である。 

C：プロジェクト終了時までに達成できない。 

 

プロジェクト目標の達成見込みは以下に説明のあるとおりである。 

プロジェクト目標 

1： 

ジュバ港の港湾管理

能力が強化される。 

 

港湾管理システムにはいまだ改善を要する点がある。プロジェクト最後の

専門家の現地活動において、ジュバ河川港管理運用マニュアルが提供され

た。当該マニュアルは既存及び新規の環境に対応した項目を網羅した内容

となっている。C/P は管理面から技術面までの港湾運営管理に係る当該マニ

ュアルの活用に大変熱心である。当該マニュアルは専門家の渡航制限期間

のロスを埋め合わせるものである。新規施設の想定仕様と作成されたマニ

ュアルを基に、可能な限り現実的なものとして効率的な新規施設の運営に

ついて検討された。 

2： 

ジュバ港で構築され

た港湾管理手順が南

スーダン各港間で共

有される。 

 

短期専門家による主要港へのアクセスは制限されていたため、代替案とし

て関係者をジュバ港に招へいした。しかし、南北物流中断と治安悪化によ

りジュバ港以外の港の機能は制限されている。 

指 標 実 績 

指標 1：B 

ジュバ港の新ターミ

ナルが円滑に運営さ

れる。 

港湾管理能力にかかる状況は中間レビューから大きく変化していないもの

の、JRPA 職員の港湾管理能力は徐々に強化されており、総論的な港湾管理

手順等が徐々に構築されている。無償資金協力事業による施設整備の遅延

及びフェーズ 3 における短期専門家の渡航制限により、具体的な成果が達

成されるに至っていない部分がある。 

指標 2：B 

南部スーダン内の港

湾職員の能力が向上

する。 

ジュバ港、マラカル港、マンガラ港、シャムベ港、レンケ港には職員が配

置されたものの、他の 2 港（アドック港とボル港）には配置されておらず、

プロジェクト期間終了までにジュバ港のノウハウが他の港で共有されるこ

とは困難である。 

マラカル港、マンガラ港、シャムベ港、レンケ港の港長に対してジュバ港

において集中講義を実施し、港湾管理手法についての技術移転を実施した。 
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３－４ 成果の達成状況 

以下、PDM の成果の指標に対する実績について記述する。 

成果 1 

ジュバ港管理組織の

役割と責務が確立さ

れ、適切に機能する。 

JRPA の役割と責務は、議論、セミナー、訓練を通じて確認され、関係者間

で役割と責務を定義する文書が作成された。これら役割分担と責務の運用

と定着については、無償資金協力事業の完工及び河川物流の回復を待つこ

となく、業務を進める必要がある。 

運輸・道路・橋梁省（MTRB）は河川交通法策定を優先的に行っており、そ

の次に河川港規則が位置づけられている。MTRB は旧スーダンの法律と諸外

国の関連法を収集し、プロジェクトにより提案された法案を参考として制定

作業を進めている。法規の制定には時間を要する。MTRB はその重要性と緊

急性を十分に理解しているため、法律専門家による作業を進めている。 

指 標 実 績 

指標 1：A 

南部スーダンにおけ

る港湾管理法体系案

の起草作業の進捗状

況。 

 

セミナー、内外研修、ワークショップ（Workshop：WS）などを通じた技術

支援により、作業明細構造（Work Breakdown Structure：WBS）で指定さ

れている以下の文書類の整備は進んでいる。 

1．全国における港湾運営方針（案） 

2．法令の骨子（案） 

3．港湾に係る基本的な法体系（案） 

4．JRPA の組織強化（案） 

5．各部局の所掌業務（案） 

6．各種業務マニュアル 

 

起草した法制度案に基づき、法務省の法律専門家を交えた意見交換を開始

している。 

指標 2：B 

ジュバ港の管理運営

業務に係るマニュア

ルが作成される。 

 

JRPA の組織強化については、所掌業務明確化の支援や各部署の業務マニュ

アルを作成した。 

 

成果 2 

JRPA の予算・決算制

度が確立される。 

必要な項目についてはすべて議論されマニュアルに取りまとめられた。し

かし無償資金協力事業の施設・機材の実際の手順については、実際に供与

された時点で適用されなければならない。プロジェクトは想定手順を考慮

し、想定と実際の状況の双方について業務を行った。 

財務省に対する予算要求の試みとして、JRPA はプロジェクトと無償資金協

力事業の円滑な実施に係る予算要求をした。しかし治安悪化のため、この

予算は執行されなかった。 
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指 標 実 績 

指標 1：B 

予算要求資料を作成

し、予算が要求され

る。 

港湾管理者としての予算・決算制度については説明し理解を得られている

ものの、法制度との関係から制度構築には時間を要する（項目は、1．港湾

管理主体は独立した会計を有すること、2．港湾収入は港湾管理に使用され

るべきこと、3．タリフの設定方法、徴収方法、4．会計規則、タリフ委員

会規則）。 

指標 2：B 

港湾タリフ（利用料金

表）案が起草される。 

JRPA の収支状況、施設・機材の利用状況の把握、分析のうえ、港湾会計シ

ステムに係る指導を行っている。その結果として、既存施設を前提とした

タリフ（案）、貸付規則（案）を検討し、施設の全面的供用開始に伴う本格

的予算・会計システム設計を支援している。 

指標 3：B 

施設等の貸付に関す

る規則案（約款等）が

起草される。 

港湾タリフや貸付規則の例示（あるいは案は）は存在するが、実施に移せ

る状況に至っていない。 

 

成果 3 

ジュバ港の施設が適

切に維持管理される。 

施設、機材維持管理のための検査マニュアル及び港湾施設台帳は作成され

た。無償資金協力事業完工後の新しい施設、機材への適用が必要であり、

C/P はプロジェクトにより得られた能力の研鑽を継続しなければならない。 

マニュアルに沿った既存の施設、機材に係る検査と維持管理方法について、

C/P は習熟している。これら技能と知識は新規施設と、機材が整備された後、

適応されなければならない。 

JRPA の維持管理職員はバース水深測定、モニタリングの重要性を理解し、

その測定方法にも習熟している。さらに定期的な計測記録とデータベース

化についての指導も行われた。 

本格的な港湾運営に向けた貨物量は不十分であるものの、既に習熟した検

査及び維持管理業務は適切に実施しなければならない。 

既存施設、機材の検査、維持管理に係る熟度は中程度であるが、新規施設、

機材に必要なレベルに達するためには、更なる技術指導が必要である。 

指 標 実 績 

指標 1：A 

施設点検マニュアル

が作成される。 

 

既存施設及び新規施設の点検マニュアル作成済み。 

 

指標 2：C 

作成されたマニュア

ルに基づき施設の点

検・補修が実施され

る。 

 

オンザジョブ・トレーニング（On-the-Job Training：OJT）による既存桟橋

補修を通して維持管理の手法が身についた。 

OJT による小規模な構造物構築の演習を通して維持管理の手法が身についた。 

既設桟橋の維持管理点検はマニュアルに基づいて実施している。他の点検

項目については、新規施設・機材を利用してマニュアルに準じて習得する

必要がある。 
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指標 3：B 

施設台帳が整備、管理

される。 

 

管理台帳は作成済み。 

 

指標 4：A 

ジュバ港のバース水

深が測定・記録され

る。 

 

JRPA 維持管理職員 3 名が測量機器（光波測距儀・オートレベル・測深用レ

ッド）を用いて既存桟橋の健全度について確認することができるようにな

った。 

 

成果 4 

ジュバ港において安

全で効率的な荷役が

行われる。 

荷役とバース調整システムに必要な項目については、OJT とマニュアル説

明を通じて既存港湾環境については一定レベルまでは完了している。しか

し多量の物流に対応する能力の評価については時期尚早である。新規施設、

機材の習熟と業務用途に係る実習訓練が必要である。 

指 標 実 績 

指標 1：B 

新施設対応荷役マニ

ュアルが準備される。 

 

新規導入予定の荷役機械（大型クレーン、フォークリフト、ベルトコンベ

ア等）を想定し、基本事項を指導し、荷役作業のポイント、効率性につい

ての指導は終了。既存及び新規施設・機材についての荷役作業マニュアル

作成済み。 

クローラークレーンについては、マニュアルによる指導は完了しているも

のの、納入後の実技指導が必要である。 

指標 2：B 

バース調整システム

が準備・導入される。 

 

JRPA及び船会社等の港湾利用者に対して工事中や新規建設のバース調整に

ついて指導し、無償工事の内容が明確になるのに併せてシステム導入のた

めの指導を実施した。また現行の港湾活動に対する出入港手続き、バース

調整計画を導入し、港湾関係者間で試行を進めた。 

指標 3：B 

荷役サービス規則案

が作成される。 

 

上記、荷役作業マニュアルに含まれる。 

指標 4：A 

コンテナ荷役効率の

改善方法が示される。 

 

モバイルクレーンを活用した実際のコンテナ荷役作業の状況をビデオ撮影

してその問題点を指摘しつつ、より安全に荷役する方法、関係者による安

全会議の開催などを提案する教材として取りまとめ、安全な荷役作業の徹

底に資するものとした。 
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成果 5 

ジュバ港が安全、安心

かつ、環境にやさしく

管理される。 

成果 3 及び 4 と同様に、すべての活動は本格的な運用に向けた施設、機材

の導入を待っている。港の新しい環境に即して準備されたマニュアルを基

に、実際の運用の確認が必要である。新しい環境において修正点があった

場合には、実用的なものとするために追加支援が必要と考える。 

指 標 実 績 

指標 1：B 

港湾関連サービスの

供給者に関する規則

が起草される。 

 

港湾関連サービス供給者に対する規則案は完成しており、今後現地の状況

（法制度整備及び施設整備等）に併せて導入検討が望まれる。 

 

指標 2：B 

港湾内の保安計画案

が作成され、研修及び

訓練が実施される。 

 

港湾保安・安全管理に関しては、港湾保安の概念、用語、事例の説明・紹

介を通じて新規施設に対応する計画作成準備実施。新規施設用の港湾施設

保安計画（Port Facility Security Plan：PFSP）作成に必要な、港湾施設保安

アセスメント（Port Facility Security Assessment：PFSA）について指導し、

既存施設での現場訓練を実施した。新規施設用の PFSP をフェーズ 3 で策定

し、業務マニュアルに加えた。 

JRPA は ID カードを用いたアクセスコントロールを近々導入する予定であ

る（2015 年 5 月）。 

指標 3：B 

消火・消防計画書が作

成され、訓練が実施さ

れる。 

 

消火・消防訓練計画書についてはフェーズ 1 で対応済みであり、 CES 消防

本部及び港湾関係者が参加した消火実務訓練を実施した。新規施設用の消

防計画書をフェーズ 3 にて策定し、業務マニュアルに加えた。 

焼却炉の設置、小型船火災への対応などを指導し、港内清掃と防火意識の

向上が見られた。 

指標 4：B 

油流出等災害に対す

る危機管理計画書が

作成される。 

 

油流出等災害に対する危機管理計画書（Oil Spill Management Plan：OSMP）

については、フェーズ 1 で作成した計画を基本に、新規施設用の OSMP を

フェーズ 3 で策定し、業務マニュアルに加えた。 

指標 5：B 

油流出災害等を想定

した訓練が実施され

る。 

 

プロジェクト前半においては、油流失災害を想定した机上訓練が行われた。

現場訓練として、オイル吸着マットやオイルフェンスを用いた油流出対策

の訓練を実施した。 
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成果 6 

ジュバ港の港湾統計

データが収集され、更

新及び港湾管理に活

用される。 

港湾統計データの収集及び処理に努めたものの、南北物流の中断によりデ

ータ量は過少なものであった。成果 6 の活動は無償資金協力事業完工を待

つ必要はないものの、以前の貨物量またはそれ以上を必要とする。 

作成された港湾統計データ収集及び処理に係るマニュアルにより指導が実

施された。データ処理フォーマットもエクセルを活用して作成された。不

十分な貨物量ではあるが、担当 C/P は熱心にこのシステムの習熟に取り組

んでいる。彼らの学習及び活用に対する意欲については、高く評価できる。 

簡易な港湾統計書については、フェーズ 2 で作成された例を使って、再度

指導した。 

指 標 実 績 

指標 1：B 

港湾統計データ収集

マニュアルが作成さ

れる。 

 

手書きで記録していたデータの様式を電子化し、データ取得方法を技術指

導済み。統計データが港湾の管理運営に果たす役割など、港湾統計の目的

に言及し、理解が得られている。 

南北の物流が途絶えていることから限られたデータしか得られていない

が、物流が活発化した場合に備えて、既に作成済みの“Manual for Port 

Statistics”をフェーズ 3 で指導した。 

指標 2：B 

統計データベースが

整備、利用される。 

 

エクセルアプリケーションによりデータベース様式を作成し指導済み。現

在、作成したエクセルアプリケーションを利用して統計データベースを定

期更新している。 

指標 3：B 

簡易な港湾統計書が

取りまとめられる。 

 

簡易な港湾統計書の作成方法についてフェーズ 3 で指導した。 

 

成果 7 

ジュバ港で蓄積され

た知識及び経験が南

スーダン主要港職員

間で共有される。 

南北物流中断と治安悪化によりジュバ港以外の港の機能は制限されている。

したがって、成果 7 の活動である「ジュバ港で蓄積された知識及び経験が南

部スーダン主要港職員間で共有される」については、主としてジュバ港にお

いて実施した。また同様の理由により専門家の各港へのアクセスも制限され

た。 

指 標 実 績 

指標 1：B 

ジュバ港以外の港湾

の管理組織に対する

研修・セミナーの実

施回数 

 

ジュバ港以外の港湾の状況把握、技術移転は、職員が配置されていない、治

安上の理由で JICA 専門家が訪問できない等の理由で限定的である。 

マラカル港で計 3 回の現地調査、現地港湾職員との意見交換による WS の開

催等を通じて、港湾管理運営に係る基礎知識を提供し、一定の理解を得た。 
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指標 2：B 

ジュバ港以外の港湾

管理組織からの研

修・セミナーの参加

者数 

 

ジュバ港において、地方の河川港の港長 4 名及び Upper Nile 州の職員 3 名に

対して「地方港湾職員研修」を実施した。 

マラカル港、マンガラ港、シャムベ港、レンケ港の港長に対してジュバ港に

おいて集中講義を実施し、港湾管理手法についての技術移転を実施した。 

 

３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標の達成見込みは以下のとおりである。 

上位目標 

南部スーダンにお

いて内水輸送が円

滑化され、輸送能力

が拡大する。 

南北スーダンの関係悪化による国際河川物流は停滞しており、内航の国連の

支援物資や帰還難民の移動、及び小型のボートによる物流に限られており、

至近に輸送能力が大きく拡大する可能性は低い。ただし、南北スーダンの関

係が改善すれば物流は急速に拡大すると思われることから、上位目標の達成

見込みは中程度と判断する。 

上位目標達成には、まず無償資金協力事業によるジュバ港の施設・機材の拡

充、本プロジェクト協力対象港の整備及び更なる制度整備、人材育成が必要

である。 

指 標 実 績 

指標 1： 

南部スーダン内港

湾の取扱貨物量及

び荷役効率が向上

する。 

終了時評価が行われた 2015 年 4 月より前の 2014 年は南スーダン全土で内戦

が行われており、通常の港湾運営ができず、取扱貨物量及び荷役効率に関す

るデータを入手することは困難であった（C/P へのインタビューによると、

実際に貨物量はほとんどなかったとのこと）。現在もジュバ以外の地方では情

勢が落ち着いておらず、現時点においても取扱貨物量は限定的であり、荷役

効率の向上を図るだけの量に至っていない。 

指標 2： 

南部スーダン内港

湾のサービス水準

が向上する。 

 

成果 7 で述べたとおり、南スーダン国内の港に適切に人員が配置されない限

りは、港のサービス水準を測ることは難しい。 

 

３－６ 実施プロセスの検証 

（1）計画に基づいた活動の実施 

2013 年 12 月の情勢悪化により、専門家の派遣が中断した。専門家グループは本邦におい

て、必要事項の可能な限りのマニュアル化作業を行い、フェーズ 3 の限られた時間のなかで

の技術移転を実施している。 

 

（2）オーナーシップ 

日本人専門家へのインタビューによると、フェーズ 1 の中盤までは、JRPA 職員は港湾の

役割や存在意義に関する認識が不足していたが、プロジェクト活動を通じて意識の変化がみ

られ、徐々に主導権をもって活動を実施するようになった。現在、南スーダン側プロジェク
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ト関係者は、積極的に港湾の維持管理に関するより多くの知識や技能を身につけようとして

いる。 

 

（3）コミュニケーション 

プロジェクト期間中に、日本人専門家と C/P との間で情報を共有し、プロジェクトにおけ

る重要事項の意思決定を行うための会議が何度も行われた。これにより、C/P とのコミュニ

ケーションを比較的円滑に行うことができ、相互理解が進み、協力関係が構築されつつある。

また、OJT も良好な相互関係を促す要因の 1 つとなっている。 

 

（4）PDM の変遷 

第 1 回合同調整委員会（2011 年 5 月）において、PDM の指標は以下のとおり修正された。 

 修正前（PDM Ver.0） 修正後（PDM Ver.1） 変更点 

指 標 

Cargo throughout per hour Cargo throughout per month 修正 

Average queuing time of Vessels  削除 

 

Average berthing periods of vessels 

追加 
The number of accidents, 

injured persons  and damages 

of cargos at Juba port 

 

中間レビュー結果を受け、第４回 JCC（2013 年 2 月）において、PDM の指標、入手手段

及び活動は以下のとおり修正された。 

 修正前 修正後 変更点 

指 標 

� Operation manuals of Juba 

port are prepared. 

� Institutional operation manuals of Juba port are 

prepared. 

修正 

� Cargo throughput per 

month 

� Average berthing periods 

of vessels 

� The numbers of accidents, 

injured persons and 

damages to cargo at Juba 

River port 

� Drafting cargo handling manual for new facility 

and application on actual harbor work at Juba 

Rive Port. 

� Development of berth allocation system and its 

application at Juba River Port 

� Drafting regulation on cargo handling activity 

� The number of containers handled per hour 

修正 

指標入手手段 � Interviews to the 

counterparts and port users 

� Draft of cargo handling manual 

� Interview to the counterparts and users on berth 

allocation 

� Draft of regulation of cargo handling activity 

� The number of containers handled per hour 

修正 

活動 1-6 � To prepare operation 

manuals at each manuals 

department of JRPA 

� To prepare institutional operation manuals at 

each manuals department of JRPA 

修正 

活動 1-8  � promote public relations 追加 

活動 4-5 � To establish berth 

adjustment system at Juba 

Port 

� To establish berth allocation system at Juba Port 修正 
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第 5 回 JCC（2013 年 11 月）において、PDM の指標、入手手段及び活動は以下のとおり修

正された。 

 修正前 修正後 変更点 

指 標 

� The new facility of Juba River Port 

is operated efficiently. 

� Capacities of staff at the ports in 

South Sudan are strengthened. 

� Efficient operation of the new 

facility of Juba River Port is 

examined. 

� Capacities of staff at the ports in 

South Sudan are strengthened. 

削除及び

追加 

指標入手手段 

� Operation records of each division of 

JRPA 

� Interview to the counterparts and 

port users 

� Evaluation of port management and 

operation by checklist 

� Understanding of JRPA operation 

manuals 

� Interview to the counterparts and 

port users 

� Evaluation of port management and 

operation by checklist 

削除及び

追加 

指 標 
� Juba River Port is operated 

according to the manuals. 

 削除 

指標入手手段 
� Port management and operation 

records 

 削除 

指 標 

� The budget and accounting 

documents at Juba River Port are 

prepared. 

� A document for budgetary request is 

prepared and the budget is requested. 

修正 

� Port tariff and leasing rules are 

applied at Juba River Port. 

 削除 

指標入手手段 

� Budget and accounting documents � Budgetary request document 修正 

� Port management and operation 

records 

 削除 

指 標 
� The ledger of port facilities is 

prepared and updated. 

� The ledger of port facilities is 

prepared. 

修正 

指標入手手段 
� The ledger and the inspection 

/maintenance records 

� The ledger of Port facilities 修正 

指 標 

� Cargo handling manuals for Juba 

port are prepared and they are 

applied on actual harbor work at 

Juba port. 

� Cargo handling manuals for Juba 

port are prepared. 

修正 

� Berth allocation system is developed 

and applied on Juba port. 

� Berth allocation system is developed 修正 

� Number of containers handled per 

hour is increased. 

� Improvement Method of the 

efficiency for container handling is 

introduced. 

修正 

指標入手手段 
� Management and operation records 

of Juba River Port 

 削除 

活動 3-2 
� To prepare and update a ledger for 

facilities at Juba port. 

� To prepare a ledger for facilities at 

Juba port. 

修正 

活動 4-4 

� To handle cargoes at the new 

terminal of Juba River Port 

according to the manuals. 

� To provide direction of cargo 

handling based on a manual for a 

new terminal. 

修正 
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第４章第４章第４章第４章    評価評価評価評価 5 項目項目項目項目 

 

４－１ 妥当性 

南スーダン側の政策やニーズ、日本の南スーダンに対する援助方針、また、プロジェクトアプ

ローチの観点から、妥当性は「比較的高い」といえる。 

    

（1）南スーダンの政策との整合性 

南スーダンの 2013 年から 2017 年の「運輸分野方針」（MOT/RSS, April 2013）は、効率的

な物流網の確立、安全な運輸サービスの提供、MTRB の運営能力強化の重要性などを基本政

策として掲げている。CPA によって定められた暫定期間 6 年（2005～2011 年）の南北スーダ

ン開発の枠組み「スーダン合同評価ミッション報告書」においても、運輸・交通開発、イン

フラの整備は優先課題として位置づけられている。さらに河川輸送については、「南スーダ

ン開発イニシアティブ 2013-2020」（2013 年 1 月）において、河川輸送に係るインフラ整備、

航行援助施設整備、河川輸送サービスに係る法整備に高い優先順位を設定しており、河川輸

送に従事する職員の訓練プログラム開発を重要視しており、その開発と実施に技術支援が必

要である旨、示されている。 

 

（2）わが国の対南スーダン援助方針との整合性 

わが国の対南スーダン援助方針との整合性に関しては、2012 年 6 月、日本政府は対南スー

ダンの事業展開計画で 2 つの重点開発課題（1.インフラ整備、2.ガバナンス能力強化）を掲

げている。上記に基づいて策定された協力プログラム「インフラ整備プログラム」を通じて、

首都ジュバを中心とした持続的な経済成長を下支えするインフラ整備を支援し、地域格差是

正による平和定着に向け地方での取り組みを強化していくこととしている。本プロジェクト

は、内水輸送の運営管理能力向上を通じて安定した物流サービスを確保して南スーダン内の

地域格差是正につながるものであり、これらの観点からわが国の南スーダン援助方針と合致

する。 

 

（3）対象地のニーズとの整合性 

南スーダンでは、独立後の急速な開発に伴い、ジュバ港をはじめとする各港において取扱

貨物量の増加が見込まれている。しかしながら、南スーダンとスーダン国間の物流が減少・

停滞していることから、貨物量は減少している現状である。その原因となっている両国の関

係が改善されれば、貨物量の増加は見込まれると考えられる。よって、港湾管理運営能力を

向上させることは必要不可欠であり、貨物量増加に備えて、対象港においてプロジェクトを

実施するニーズは高い。 

国内産業の発展以前に、国連の支援物資の輸送、帰還難民の移送に河川輸送は重要であり、

スーダン国との物流の停滞によりバージ船での貨物輸送は減少しているが、小型ボートによ

る物流は食料、生活物資などの輸送に寄与している。スーダン国との関係が改善されれば、

河川輸送貨物量は増加が見込まれるため、現状のベーシック・ヒューマン・ニーズ（Basic 

Human Needs：BHN）対応に加えて産業振興に貢献することが期待される。 

他輸送モードとの比較データはないが、劣悪な道路整備には相応の期間を要することが考
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えられるため、本プロジェクトで支援した南北河川輸送の重要性は高い。 

 

（4）プロジェクトデザインの適切性 

「緊急開発調査及びフォローアップ協力」、「無償資金協力」、「課題別研修」のすべてがお

のおのインフラ整備、機材許与、人材育成を有機的に組み合わせて実施されており整合性は

確保されている。そのなかで「無償資金協力」による施設・機材整備の遅延は本プロジェク

トの大きな阻害要因となっている。 

 

４－２ 有効性 

有効性については「やや低い」といえる。 

    

（1）「プロジェクト目標」の達成度 

現状で確保できていない外部条件がプロジェクト終了時まで続いた場合、プロジェクト目

標の達成度は低い。プロジェクト目標 1 に関して、OJT 及び他の活動に参加した JRPA 職員

の能力は強化され、港湾維持管理、運用に係るインセンティブは強化された。この活動が継

続される場合には、JRPA の管理能力は向上するであろう。他方、プロジェクト目標 2 に関

しては、対象とする港に十分に職員が配属されなかった。実質的に機能していないジュバ港

以外の各港へ配属される予定の職員に対しては、ジュバ港での指導により対応したが、実際

の運用には至っていない。 

 

（2）「成果」から「プロジェクト目標」の達成に対するロジック 

JRPA の管理能力が強化されたことに関する成果 1～6 により、プロジェクト目標は達成さ

れることが想定される。さらに、成果 7 による活動を通じて OJT その他の活動により蓄積さ

れた知識と経験により、プロジェクト目標 2 は達成されるであろう。したがって成果からプ

ロジェクト目標への論理性は確保されているということができる。 

 

（3）「成果」から「プロジェクト目標」に至る外部条件 

外部条件 1：一定の能力をもった C/P が必要数配置され、頻繁に異動、離職しない 

プロジェクト開始当初からの C/P の退職、辞任はみられないが、各港への人員の配置につ

いては、前提条件「南スーダンにおいて治安状況が大幅に悪化しないこと」が満たされなか

ったために各港の機能がほぼ停止状態となり、人員配置は不十分となる結果となった。 

 

外部条件 2：ジュバ河川港拡充計画（無償資金協力）が予定から大幅に遅延することなく実

施される 

無償資金協力事業により整備される荷役のための新しい施設を効果的かつ適切に活用し、

JRPA の管理能力を強化することが目的の 1 つである。本プロジェクトで、既存の施設のみ

ならず、新規施設に対応できる技術移転を行ったものの、1 年半以上にわたって、当該無償

資金協力事業は遅延したため、十分な技術移転を行うに至らなかった。 
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（4）プロジェクト目標達成による対象課題への裨益効果 

年間 7 カ月に及ぶ雨期によって広大な地域が水面下となる地理的要因により、内戦前に記

録されたように国内貨物量の 60％が河川交通に依存しており、道路による物流は困難である。

これは河川交通が年間 7 カ月の生命線といえる。さらに安価かつ大量な輸送は河川交通の利

点である。 

 

４－３ 効率性 

専門家の渡航制限があったものの、可能な代替案を活用することにより、できる限りの成果を

達成していることから、効率性は「中程度」と判断される。 

    

専門家の質については C/P からの聞き取りでは高く評価されており、実績については、大規模

港湾から河川港までの多様性に対応している専門家集団であるため、客観的にも高く評価される。

しかし量・タイミングについては、南スーダン側の事情である治安悪化による 2013 年 12 月から

2015 年 3 月までの専門家派遣延期はプロジェクトの進捗に大きく影響した。専門家による現地活

動ができない期間を利用して各専門家によりマニュアルが整備され、このマニュアルによる技術

指導により、当該延期期間中の遅れを少しでも取り戻すべく 2015 年 3 月～4 月にかけて最後の現

地活動が実施された。無償資金協力事業との遅れにより連携ができなかったことは、結果として

専門家の投入のタイミングという観点から効率性に欠けたといわざるを得ない。 

光波距離計、オートレベル、測深用レッドロープ、パソコン等の機材を調達し、プロジェクト

活動に活用しており、最低限の投入により機材面に係る技術指導は完了した。しかし無償資金協

力事業による施設・機材に係る技術指導は実施できなかった。また当初は計画されていなかった

が、港内の治安維持のためのセキュリティフェンス用の資材を調達し、現在設置工事中であり、

完工すれば、港内の治安維持に資する。 

プロジェクトサイトには十分な施設・機材が整備されていないため、本邦及び第三国（ケニア、

カンボジア）での研修は、各課題（管理レベルの法整備から実務レベルの機材運用習熟まで）に

対応しており、現地では経験のできないレベルであるとともに、無償資金協力事業による施設・

機材が整備された状況を想定した研修であった。 

各港への人員配置については、ジュバ以外の港の安全性及び物流の停滞を考慮してプロジェク

トのスケジュールに合わせた配置はできなかったが、ジュバでの技術指導の成果は、今後、他の

港が稼働し始めた際に各港で活用されることを想定している。 

 

４－４ インパクト 

上位目標の達成には相応の時間が必要であるものの、複数の正のインパクトが確認された。以

下の観点から、終了時評価時において、プロジェクトのインパクトは「中程度」と判断できる。 

 

（1）「上位目標」の達成見込み 

南北スーダンの関係悪化により国際河川物流は停滞しており、内航の国連の支援物資や帰

還難民の移動、及び小型のボートによる物流に限られ、至近に輸送能力が大きく拡大する可

能性は低い。ただし、南北スーダンの関係が改善すれば物流は急速に拡大すると思われるこ

とから、上位目標の達成見込みは中程度と判断する。     
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（2）「プロジェクト目標」から「上位目標」に至る外部条件 

外部条件 1：港湾開発に係る財源が確保される。 

南スーダンとスーダンの関係はプロジェクト開始直後に悪化し、南スーダンが石油の輸出

を停止したことにより、石油生産による歳入が減少した。このような状況により、現時点に

おいて外部条件 1 は満たされているとはいい難い。 

 

外部条件 2：港湾開発に係る政策が大幅に変更されない。 

南スーダン政府へのインタビューや質問票の回答結果によると、南スーダン政府は物資輸

送を円滑に行うためには、港湾管理者の管理能力を強化することが最も重要だと認識してい

る。実際に運輸分野方針や開発イニシアティブでも河川交通発展は重要課題の 1 つとして設

定されており、今後も港湾管理政策がネガティブに変更される可能性は低いといえる。 

 

（3）予期しなかった正の影響 

予期しなかった正の影響は以下の 3 点が挙げられる。 

1）最も顕著な影響は、南スーダン側が法律よりも政策が重要であることに気づいたことで

ある。政策の整備は PDM に記載されていなかったが、南スーダン側の意向を汲んでプロ

ジェクト実施中に新たに活動に取り入れた。現在、南スーダン政府の MTRB が、優先課題

として運輸政策、河川港政策を策定中である。 

2）次に、統計処理、会計等、港湾管理に必要なパーソナルコンピュータ能力の向上である。

プロジェクトチームは関連活動実施に必要な活動として追加し、専門家の指導により、他

の C/P に指導できるレベルまで達した。 

3）プロジェクト活動を通じて、問題・課題を自ら解決しようという JRPA 職員の意識が高

まっており、主体的に活動を行うようになってきた。また、OJT により JRPA 職員の港湾

の運営管理能力も徐々に強化されつつある。今後は、高まった JRPA 職員の意識を持続さ

せていくことが期待される。 

 

４－５ 持続性 

政策的側面における持続性は確保される見通しがあるものの、組織的側面、財政的側面及び技

術的側面等における持続性の確保には以下のとおり課題が残る。持続性は、これらの観点から「中

程度」と判断される。 

 

（1）政策、組織、制度面 

南スーダンの「運輸分野方針」（GOSS/MTR, 2007）は、効率的な物流網の確立、安全な運

輸サービスの提供、MTRB の運営能力強化の重要性などを基本政策として掲げている。また、

MOT/RSS は国内の内水輸送を円滑に行うために、港湾能力を向上させることが非常に重要

であると感じており、また、南スーダン政府は今後も運輸・交通システムの整備による南ス

ーダンの人々の生活向上に寄与する政策を実施していくとしている。方向性については持続

性が確保されているといえるが、各論での政策立案、組織改編、制度改革などの方法論につ

いては、自己完結できるレベルとはいい難く、ドナーによる支援等が必要であると考えられ

る。  
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（2）財政的側面 

南スーダンはスーダン国への石油輸出を停止しており、石油収入が激減している。さらに、

高額の支出が必要な港湾施設、浚渫などへの予算措置は困難である。 

 

（3）技術的側面 

PDM で指定されているすべての成果に係るマニュアル（Juba River Port Administration 

Operation-Manual）が現地での活動の不足を充足する目的で専門家チームにより作成された。

今後は、南スーダン側がこのマニュアルを活用して適切な港湾運営管理業務を行うことによ

り、プロジェクト終了後の成果の継続的な維持が期待される。 

【参考：当該マニュアル“Juba River Port Administration Operation-Manual”目次】 

1. General Affairs and Administration Department 

2. Budget and Accounting Department 

3. Operation and Statistics Department 

4. Risk Management and Environment Department 

5. Mechanical Cargo Handling Department 

6. Maintenance Department 

上述のマニュアル“Juba River Port Administration Operation-Manual”が C/P に十分に理解さ

れ、更に新たに配属される職員や人事異動の際の後任職員と共有されることにより、このマ

ニュアルが実施機関内で定着することが期待される。しかし現状では新規施設・機材につい

ては、それらが整備されることを想定しているにすぎず、実際に新規施設・機材整備が完了

した時点で、マニュアルの定着度を確認する必要があると考える。 

 

（4）人的資源面 

2011 年に独立したばかりであり、プロジェクト実施期間中に内戦状態に陥り、河川物流の

停滞、無償資金協力事業の遅延など、不安定要素が多いなか、オーナーシップは必ずしも高

いとはいいきれないが、そのような過酷かつ不確定要素の多い環境下において、ワーキング

グループ、ワークショップ等により構成されるタスクフォース活動やプロジェクト実施途中

から導入された OJT 活動に C/P は積極的に参加し、技術習熟に努めたことなど、プロジェク

トに対する姿勢は評価できると思われる。職員配置の継続性については、中央政府では人事

異動があるものの、実務レベルの TF3（港湾荷役及び運営関係）においては顕著な異動はみ

られない。 

このように人的資源面においては、JRPA 及びジュバ港においては、員数と質については

持続性がある程度確保されているといえる。課題は河川物流が活性化し、各港湾機能が復活

した際に、移転された技術を地方港に効率的に導入する技能の確保である。 

 

（5）持続性確保のための現状モニタリング手法 

持続性確保のために、以下の項目についてのモニタリングと日本・南スーダン国側双方で

状況の共有が必要であることを確認した。南スーダン側が四半期に 1 度、JICA 南スーダン事

務所に報告し、JICA 本部に共有されることとした。 

①河川港政策及び規則の承認状況 
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②タリフ委員会の設置状況 

③水位の定期観測 

④機材台帳の定期的更新 

⑤バージ船の入出港記録 

⑥通常業務としての港湾区域の定期清掃 
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第５章第５章第５章第５章    結論結論結論結論 

 

プロジェクトは予定どおりに実施できなかったものの、港湾管理の分野においては個人及び組

織の能力が向上した。しかしながら、プロジェクト目標及び上位目標達成のためには更なる努力

が必要である。 

MTRB が取り組んでいる内水輸送の法体系の整備に関し、本プロジェクトは大きく貢献した。

今後、本プロジェクトの成果を定着させるために、南スーダン政府が内水輸送のための基本的法

体系を完成させることが期待される。 

本プロジェクトの成果を拡げ、全国レベルで波及させるためには、南スーダン側が本プロジェ

クトで習得した技術・知識を活用して継続的な活動を行うことが求められる。南スーダン側の活

動については、四半期に 1 度行うモニタリングで注視したい。 

本プロジェクトは外部条件に大きく影響を受けたものの、国外での研修や、業務マニュアルの

作成など、南スーダン国外での協力がプロジェクトチームにより計画・実施された。このような

状況下でも、日本・南スーダン国側双方がプロジェクト目標達成のために真摯に努力したことは

評価される。 
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第６章第６章第６章第６章    提言提言提言提言 

 

（1）プロジェクト目標達成のための短期的提言 

①本プロジェクトで作成した業務マニュアルなどを、既存の施設・機材及び無償資金協力事

業で整備予定の新たな施設・機材の運営・維持管理のために適切な人材と共有すること。 

②現状の施設・機材を前提とした港湾運営活動により、技術力向上への継続性を確保するこ

と。 

 

（2）上位目標達成のための中期・長期的提言 

内水輸送向上のためには、港のみならず、航路、航行規則、船舶登録・検査、船員訓練及

び免許付与、捜索救助、汚染対策、航行援助設備、浚渫などさまざまな事項が整備される必

要がある。MTRB が内水輸送の法体系整備に取り組んでいるが、その法体系はこれら事項を

包含すべきである。 

 

（3）今後の支援の方向性 

本プロジェクトにおいて、無償資金協力事業に関連していない河川港政策（案）、河川港法

体系（案）、JRPA 業務マニュアルを作成するなど、一定の成果は達成された。一方で、無償事

業の開始時期のめどがたたない状況であるため、ジュバ港新ターミナルの円滑な運営方法の

検討、作成したマニュアルや料金徴収体系に基づいたジュバ港の管理運営、マニュアルに基

づいた施設の点検・補修の実施、施設台帳の更新、バース調整システムの準備・導入などの

項目についてはいまだ実施できていない。無償事業の次の入札時期も定まっていない。 

また、南北スーダンの関係悪化による、南北スーダン間のバージ船等の河川物流の停止、

情勢悪化などの事由により、一定の能力をもった C/P が必要数配置されないことから、ジュバ港

で構築された港湾管理手順の南スーダン各港での共有、統計データベースの整備等の項目につい

ても実施できていない。 

一方で、現在、国連の人道支援オペレーションにより南スーダン域内における人道支援物資の

河川輸送は行われている。 

上述の未着手の項目、後継案件で実施すべき協力内容などは、以下の 2 点の進捗状況に寄る部

分が大きい。よって、本プロジェクト終了後に以下の 2 点について情報収集を行い、それらの結

果や進捗を確認した後に、その時点で改めて後継案件の協力内容を検討することとした。検討開

始にあたっての条件を以下のとおり設定した。 

①無償資金協力事業の工事契約の締結 

②貨物取扱量の増加（バージ船の数が 2011 年の水準まで回復すること）

1

 

 

                                                        

1
 南スーダン国内の人道支援物資輸送を行っているWFPへのヒアリングによると、南スーダン北部地域の情勢が悪いため内水

物資輸送は順調に行われておらず、2014年8月以降のバージ船による輸送は5回のみとのこと。 
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第７章第７章第７章第７章    教訓教訓教訓教訓 

 

（1）仲間意識 

本プロジェクトは繰り返し述べてきた困難な条件下で実施された。この事実は日本・南ス

ーダン国側双方のプロジェクトメンバーにプロジェクト目標達成に向けた多大な負担を強い

ることとなった。このような条件下、専門家チームは OJT を取り入れることにより、C/P と

の距離を縮め、仲間意識をもつことに努めた。これは ODA 活動において大変重要な成果とい

うことができる。 

 

（2）インセンティブと意欲 

南スーダンにおいてはプロジェクト開始から状況は悪化し続けた。この困難な状況を少し

でも克服するために、専門家チームは C/P のインセンティブと意欲を維持するために、国内、

ケニア等の第三国での研修など、プロジェクト計画に工夫をした。また OJT 活動もその観点

からである。いうまでもなく、技術的な必要性が大切であるが、インセンティブと意欲を確

保するために心理的な要因が、困難な状況下では多くの成果を発現するために必要である。 
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第８章第８章第８章第８章    フォローアップ状況フォローアップ状況フォローアップ状況フォローアップ状況 

 

当初予定では、本技術協力プロジェクト実施中に、無償資金協力事業「ジュバ河川港拡充計画」

による桟橋拡張、荷役機械の整備が完了する予定であった。本技術協力プロジェクトでは、それ

ら無償により整備される新施設・機材の運用維持管理を想定したマニュアル類を整備し、実際に

運用してもらう計画としていたが、情勢悪化により無償事業は着工に至らなかったため、実運用

は達成されていない。同無償事業は今後実施される予定であるが、現時点で着工のめどはたって

いない。 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．協議議事録（M/M）：合意文、合同評価レポート  

 

２．質問票（和文、英文） 
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